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投資家情報
経営方針や財務・業績情報、株式情報、IR資料などを掲載しています。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/ir/

CSR・環境安全
CSRへの取り組み・環境安全・社会貢献・コンプライアンス・
コーポレート・ガバナンスなどの情報を掲載しています。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/csr/

参考としたガイドライン
国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレームワーク」
経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」

対象期間
2018年度（2018年4月1日～2019年3月31日）
一部に2017年度以前および2019年度以降に予定されている活動や情報も含んでいます。

対象範囲
宇部興産株式会社および国内外のグループ会社

UBEグループ プロフィール

創業年
1897年

事業セグメント 
化学、建設資材、機械

連結売上高
7,301億円（2019年3月期）

営業利益
445億円（2019年3月期）

1株当たり当期純利益
312.36円（2019年3月期）

従業員数
連結11,010名（単独3,298名）
（2019年3月３１日現在）

編集方針
　UBEグループでは、2017年度より、従来のアニュ
アルレポートとCSR報告書の発行に替えて、経営方
針、ビジネスモデル、マテリアリティ、事業戦略、ESG
（環境・社会・ガバナンス）などの非財務情報および財
務情報のうち、企業価値に大きな影響を及ぼす情報に
重点を置いた統合報告書を発行しています。
　統合報告書2019では、経営理念、経営計画、強み
（経営資源）、ビジネスモデル、リスク対応、マテリアリ
ティ、ESGに対するご理解を深めていただくことを目
的に、「イントロダクション・マネジメントメッセージ」
「持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー」
「価値創造と持続的な成長に向けた取り組み」「価値創
造と持続的な成長を支える基盤：ESG」「財務セクショ
ン」の５つのセクションによる構成でわかりやすく説明
しています。



株主 顧客 取引先 社員 地域社会

見通しに関する注意事項
　本統合報告書には、UBEグループの計画、方針、戦略、将来の業績に関する見通しなどが記載されています。これらはすべて本書
の発行時点で有効な情報に基づき判断されています。
　リスクや不確実な要因により、UBEグループの実際の業績が本書に記載されている予測と異なる可能性があります。これらのリ
スクはUBEグループの事業領域を取り巻く経済情勢、競争環境、製品開発、為替レート、法令や規制の変更に限定されるものではあ
りません。会計年度の表示は、3月31日に終了した年度になります。2019年3月31日に終了した会計年度は2018年度です。

イントロダクション・マネジメントメッセージ　

持続的な成長に向けた基本的な考え方

適正な情報開示、
株主還元
（配当など）

安全・高品質な
製品および

ソリューションの提供
公平・公正な取引

給与、働きがい、成長、
ワークライフバランス、
適正な労働環境

環境維持、
雇用創出、納税、
地域・社会への貢献

UBE経営方針
１．「倫理」 高い倫理観を保ち、

法令および社会規範を遵守します

２．「安全と安心」 地球環境保全に努め、
安全・安心なものづくりを行います

３．「品質」 お客様と社会の信頼に応える
品質をお届けします

４．「人」 個性と多様性を尊重し、
健康で働きやすい職場をつくります

UBE創業の精神

「共存同栄」　「有限の鉱業から無限の工業へ」

UBE経営理念

技術の探求と革新の心で、未来につながる価値を創出し、
社会の発展に貢献します

中期経営計画
「Vision UBE 2025 ̶Prime Phase̶」 3つの基本方針

2025年のありたい姿 「Vision UBE 2025」 

「すべてのステークホルダーに価値を創出し続ける企業」

1. 事業の成長基盤強化
2. 経営基盤（ガバナンス）の強化

3. 資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献
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経済的価値 売上高（億円）

営業利益（億円）

経常利益（億円）

親会社株主に帰属する当期純利益（億円）

売上高営業利益率（ROS）

自己資本利益率（ROE）

総還元性向（注）

環境、社会的価値 温室効果ガス（GHG）排出量（万t- CO2 e/y）

女性管理職比率（単独）

研究開発費（億円）

（注）総還元性向＝（配当金+自社株買い金額）/当期純利益

1983年 宇部興産(株)入社

2010年 執行役員

グループ CFO 並びに経営管理室長 兼 企画部長 

2010年 グループ CFO 並びに経営管理室長

2013年 常務執行役員

2015年 化学カンパニーバイスプレジデント 

2018年 専務執行役員

化学カンパニープレジデント(現) 

2018年 取締役(現)

2019年 代表取締役社長

CEO、化学カンパニープレジデント

代表取締役社長 
CEO

泉原 雅人
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　このたび代表取締役社長に就任いたしました
泉原でございます。
　私たちUBEグループは、2019年度より、経
営理念および経営方針の刷新、新中期経営計
画の始動、3カンパニー体制への再編、監査等
委員会設置会社への移行など、大きな変革に取
り組んでいます。
　これらの変革は、UBEグループの企業価値の
持続的な向上へ向けた「成長（攻め）とそのため
の基盤固め（守り）の強化・推進」という表現に集
約できます。新中期経営計画のもと、長期的な
成長を強く感じさせる会社となり、ステークホル
ダーの皆様に実績として着実にお示しする一方
で、「安全はすべてに優先する」を共通の価値観
とし、労働災害や設備・環境事故を起こさないこ
とを事業の大前提としながら、成長のための足
場を固めるためにガバナンスや内部統制を強化
していく、これら2つの方向性の強化・推進が私
の重要な役目であると認識しています。

経営理念および経営方針の刷新

120年の歴史の中で受け継ぐ
創業からの精神を
これからの時代に則したものへ
　地域社会をはじめとするすべてのステークホ
ルダーとの「共存同栄」、いずれ掘り尽くしてし
まう石炭に依存するのではなく、無限に続く価
値を生み出す事業へと踏み出す「有限の鉱業か
ら無限の工業へ」は、創業からの精神として
120年の歴史の中で受け継がれ、社内では深く
浸透しています。
　その精神を、今の時代と言葉に置き換え、UBE
グループの存在意義を示すものとして、このた
び改めて経営理念を刷新しました。それが「技術
の探求と革新の心で、未来につながる価値を創
出し、社会の発展に貢献します」というものです。
また、この理念のもとにUBEグループが事業活
動を行ううえで大切にする価値とでもいうべき
経営方針として、「倫理」「安全と安心」「品質」「人」
の４つを制定しました（詳細はP1をご覧くださ
い）。経営方針の制定は、昨年の品質検査に関す
る不適切行為に対する大きな反省を踏まえての
ものでもありますが、経営の大方針として、グ
ループ全体への周知徹底を図ってまいります。

前中期経営計画
「Change & Challenge 2018」の振り返り

化学部門の完全復活へ
向けた基礎体力が
着実に強化
業績推移
　左の表は、この3カ年の業績推移および原計
画に対する達成率を示したものです。2017年
度は特に化学部門の市況が好調であったため、
計画を大きく上回りました。2018年度は、宇部
地区でのアンモニア工場の定期修理の影響や、

イントロダクション・マネジメントメッセージ　

ステークホルダーの皆様へ
宇部興産の経営方針

「攻め」と「守り」
     双方の強化を図る

2016年度
実績

2017年度
実績

2018年度
実績

2018年度
計画

2018年度
計画に対する達成率

6,165 6,955 7,301 7,500 97%

349 502 445 500 89%

333 507 478 490 98%

241 316 324 290 112%

5.7% 7.2% 6.1% 6.5%以上 94%

8.7% 10.5% 10.1% 9.0%以上 112%

36% 25% 56% 30%以上 ̶

1,210 1,210 1,200 

1.4% 1.5% 2.4%

136 132 121 

前中期経営計画
「Change & Challenge 2018」
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●
化学カンパニー 

●
化学カンパニー 

●
医薬事業部 

●
建設資材カンパニー

●
建設資材カンパニー

●
機械カンパニー 

●
エネルギー・環境事業部

新事業セグメント従来の事業セグメント

●
機械カンパニー 

2017年度の合成ゴムでのスプレッドの一時的
な広がりという特殊要因の剥落、また石炭価格
上昇の影響などにより減益となり、最終年度の
目標値に対しては未達となりましたが、3カ年の
トータルでは、ほぼ計画を達成できたものと考
えています。
　UBEグループでは過去2つの中期経営計画
の中で、化学部門の収益力の回復を継続テーマ
として重視してきました。化学部門の2018年
度の営業利益は、200億円の原計画に対して、
237億円となりました。良好な外部環境が追い
風となったこともあり、この結果をもって「化学
部門の完全復活」とは言い切れませんが、この
ような追い風をしっかりと利益に結びつけるこ
とができたことは、完全復活に向けた基礎体力
が十分についてきた証であると捉えています。

主な取り組み成果と課題
　化学部門では、セパレータを中心とする電池
材料事業は計画どおりに拡大させることができ
ました。また、カプロラクタムとナイロンがチェー
ンとして安定化してきたことや、かつて機能性材
料の柱であったポリイミドが再び収益の柱として
復活してきたことが、大きな成果として挙げられ
ます。また機械部門では、三菱重工業（株）との射
出成形機事業の統合がインパクトのある取り組
みでした。その統合効果として、統一ブランド機
の販売やグローバル最適生産体制の構築が進
み、次の成長のベースができつつある状況です。
　一方、建設資材部門では、2020年東京オリン
ピック・パラリンピックによる需要増が当初予想
したほどではなかったこと、石炭価格が上昇しコ
スト増となったことなどにより、大幅な計画未達
となりました。原料コストが上昇する中で、セメ
ントが再投資可能な事業としての価格是正が
実現できず、今後の課題として残りました。

3カンパニーによる運営体制への再編

事業特性により組織を
大括りし、内部統制を
効果的に機能させる
　2019年度より、これまでの「化学カンパニー」
「建設資材カンパニー」「機械カンパニー」および
「医薬事業部」「エネルギー・環境事業部」の3カ
ンパニー・2事業部による運営体制から、小さな
単位で存在していた２つの事業部を、それぞれ
事業の親和性の高い「化学カンパニー」と「建設
資材カンパニー」へ組み入れ、「化学カンパニー」
「建設資材カンパニー」「機械カンパニー」の3カ
ンパニーによる運営体制へ再編しました。また、
コーポレート研究を担う研究開発本部も、その
出口の多くは化学カンパニーであることから、
化学カンパニーに組み込みました。
　運営体制再編の最大の目的は、攻めの面で
も守りの面でもより機動的に動くことを可能に
するためです。守りの面では、組織を大括り化
することにより、経営資源を効果的に配分でき
るようになり、内部統制も充実させやすくなりま
す。すでに3カンパニーにはそれぞれ、環境安
全・品質保証の専任組織を置く体制を整えまし
た。攻めの面では、カンパニーで自立的に運営
することにより、意思決定のスピードアップにも
つながるものと考えています。

　新中期経営計画は、2025年とその先を見通し、
長期的視野に基づく、成長を強く意識した　　　　

3カ年の行動計画です。
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新中期経営計画

の始動

新中期計経営計画について
　新しい中期経営計画（詳細はP6‒7をご覧く
ださい）は、まず2025年のありたい姿として掲
げる「Vision UBE 2025̶すべてのステーク
ホルダーに価値を創出し続ける企業̶」を描い
たうえで、2025年とその先を見通し、長期的視
野に基づく、成長を強く意識した3カ年の行動
計画として策定しました。

各部門の方向性
　UBEグループの成長の中心に据えていくの
は化学部門です。化学部門では、より安定化を
図るベーシックケミカルズ、より成長を追い求
めるスペシャリティケミカルズ、この両輪で「安
定」と「成長」の両立を目指します。具体的には、
カプロラクタムや合成ゴムを中心とするベー
シックケミカルズ事業は市況によって利益が大
きく変動するため、コストダウンや差異化により
利益の安定化に努め、化学部門の確固たるベー
スとしていきます。一方で、機能品やファインな
どのスペシャリティケミカルズ事業はさらなる
成長を目指し、結果として化学部門全体の利益
率を高めていきます。その柱となるのは、セパ
レータなどの電池材料、高機能コーティング、ポ
リイミドです。またベーシックケミカルズ事業の
中でもナイロンや合成ゴムは積極的に伸ばして
いきます。

　建設資材部門は、市場は成熟化しています
が、2020年東京オリンピック・パラリンピック
大会後も懸念された需要下落は緩やかにとど
まると見込まれることから、引き続き安定的に
キャッシュ・フローを創出しながら、バイオマス、
資源リサイクルなど成長が期待できる事業に注
力し、着実に利益を拡大させていきます。
　機械部門では、グローバル化とサービス化が
重要なキーワードです。先にご説明した三菱重
工業（株）との射出成形機事業の統合効果の実現
や、海外におけるサービス事業の拡大により、収
益性をより高めることができると考えています
（詳細はP32‒37をご覧ください）。

地球環境問題への対応
　石炭を主要なエネルギー源として事業展開し
てきたUBEグループは、自ずとエネルギー多消
費型の事業構造となっており、地球環境問題へ
の取り組みは大きな課題であると強く認識して
います。

億円

2018年度
実績①

2019年度
計画

2020年度
計画

2021年度
計画②

差異
②－①

売上高 7,301 7,600 7,400 7,700 399

営業利益 445 470 490 550 105

経常利益 478 470 510 580 102

親会社に帰属する当期純利益 324 310 320 350 26

（注）2021年度前提条件（環境要因）： 為替 105円/ドル　ナフサ（CIF）640ドル/t　豪州炭（CIF）125ドル/t

新中期経営計画「Vision UBE 2025̶Prime Phase̶」の概要については
P6‒7をご覧ください。

地球環境問題への対応の続きはP8をご覧ください。

計画数値

環境貢献型事業の売上高比率推移

（％）

30

25

0 2016
実績

2017
実績

2018
実績

2021
目標

（年度）

25%
1,520億円

27%
1,880億円

27%

30%

2,000億円

主な環境貢献型技術・製品

軽量化素材（ナイロン、合成ゴム）
高機能コーティング
ポリイミド製品
分離膜
セパレータ
電解液
バイオマス燃料 
リサイクル事業
モスハイジ
省エネ機器

2021年度までに環境貢献型事業の売上高

30%以上

Vision UBE 2025

  Prime Phase
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新中期経営計画の概要

UBEグループは市場ニーズを先取りし、 
環境に調和した製品・サービスを創り出し、

グローバルに存在感を発揮する企業として社会とすべてのステークホルダーに貢献します。

2019年度を初年度とする新中期経営計画「Vision UBE 2025̶Prime Phase̶」は、2025年度とその先を見通
し、長期的な成長を強く意識した3カ年の行動計画です。

基本方針

事業の
成長基盤強化

経営基盤
(ガバナンス)
の強化

資源・
エネルギー・

地球環境問題への
対応と貢献

Vision UBE 2025

  Prime Phase

「すべてのステークホルダーに価値を創出し続ける企業」

UBEグループの2025年のありたい姿と
その方向性を示したビジョン

1. 化学部門を中心とした次なる成長の実現（注1） 

2. 海外拠点の拡充と国内外グループ会社の連携進化および
  グローバルな事業環境変化へのスピーディな対応 

3.  安定的・持続的なキャッシュフロー創出と成長投資の実施 

4. 人材確保と競争力向上のため、人材と働き方の多様化を推進（注2）

5. 価値創出と業務効率化へのICT技術活用と関連する人材の育成

1. 2021年度目標の確実な達成と2030年を意識した新たな長期目標の設定 

2. サプライチェーン全体での環境負荷低減 

3. 環境負荷低減に貢献する新たな技術・製品の創出と拡大

1. 経営の監督機能強化と意思決定の迅速化

2. 品質問題に対する再発防止策の確実な遂行と
      継続的な改善および品質保証体制の強化

3. 内部統制システムの強化による適切な企業活動の実践（注3）

事業の成長基盤強化

経営基盤(ガバナンス)の強化

資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献（注4）

（注1）  マテリアリティ「化学事業の安定的な成長」選定の基となっています。詳細はP25をご覧ください。
（注２） マテリアリティ「人材の採用と育成」選定の基となっています。詳細はP25をご覧ください。
（注３） マテリアリティ「内部統制の強化」選定の基となっています。詳細はP25をご覧ください。
（注４） マテリアリティ「地球環境問題への対応」選定の基となっています。詳細はP25をご覧ください。
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億円

2018年度
実績

2019年度
計画

2020年度
計画

2021年度
計画

売上高 化学 3,242 3,450 3,300 3,500

建設資材 3,210 3,300 3,250 3,300

機械 972 1,000 1,000 1,050

その他 49 50 50 50

調整額（注） (173) (200) (200) (200)

合計 7,301 7,600 7,400 7,700

営業利益 化学 246 265 270 320

建設資材 144 150 160 165

機械 54 60 65 70

その他 8 7 5 5

調整額（注） (7) (12) (10) (10)

合計 445 470 490 550

事業ポートフォリオ

3年間の設備投資・投融資額 1,600 億円

3年間の研究開発費 450 億円

合計2,050
 

億円

営業利益

550億円
経常利益

580億円

● 育成事業 チラノ繊維、LTO(チタン酸リチウム)

● 積極拡大事業 ナイロン、ファインケミカル、高機能コーティング、合成ゴム、ポリイミド、分離膜、セパレータ

マグネシア・カルシア、バイオマス燃料、資源リサイクル

● 基盤事業 カプロラクタム、工業薬品、電解液、医薬

セメント・生コン、エネルギー

成形機、産機、製鋼

育成事業 7%

積極拡大事業 34% 基盤事業 59% 

投資の内訳（事業ポートフォリオ）

数値目標(2021年度)

セグメント別売上高・
営業利益の計画

（注）セグメント間消去を含む

売上高営業利益率(ROS)

7%
自己資本利益率 (ROE)

10%

主要項目

経営指標

資本効率を意識しつつ、積極
拡大事業への経営資源投入
の比率を高めるとともに、安
定的収益を確保するための
基盤整備と合理化コストダ
ウンも継続して実施します。

設備投資・投融資・研究開発費
内訳 設備投資:1,400億円、投融資:200億円
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　CO2の排出には、エネルギー起源によるもの
とプロセス起源によるものがあります。UBEグ
ループの場合、セメントやアンモニアの製造に伴
うプロセス起源のCO2が全体の排出量の半分
を占めています。プロセス起源のCO2は事業活
動を続ける限り、如何ともし難い部分があるの
が実情です。一方、エネルギー起源によるCO2
の発生・排出は、省エネや効率性を高めていくこ
とで削減できる余地のある部分であり、自らの
責務として、引き続きエネルギー起源CO2の排
出削減に向けて徹底的に取り組んでまいりま
す。また、環境貢献型ビジネスの拡大にも努め、
これらの課題への対応が我々にとって新たな
チャンスに変わるべく挑戦していきます（詳細は
P28‒29をご覧ください）。

ステークホルダーへのメッセージ

長期的な価値創出を支える
「人のチカラ」を高める
　会社の置かれている環境は、時代に応じて大
きく変化していきます。この変化を支えている
のが「人のチカラ」です。企業は人で成り立って
います。研究開発でも、研究者のモチベーショ
ン、つまり、この技術を確立して事業につなげて
いきたいという強い思いが、UBEグループのさ
まざまな事業を生み、発展させてきたと思って
います。UBEグループは宇部という地域でス
タートし、今ではグローバルに事業を行っていま
す。それぞれの地域で「人のチカラ」をどう高め、
ベクトルを合わせて結集していくのか、これが経
営の一番大きなポイントだと思っています。
　また、昨今の労働力不足の中、時代の変化に
応じて変革していける人材を確保していかなけ

ればなりません。そのためには、多様性のある
人たちが働きやすい職場環境にするとともに、
会社が成長することでやりがいを感じられる場
や事業を社員へ次々に提供していけるようにし
たいと思います（詳細はP18‒19、50‒51をご
覧ください）。

「人のチカラ」を
支えとしながら、
自己変革を繰り返し、
次の成長を目指す
　ガバナンスについては、2019年６月より監査
役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移
行しました。守りの面では取締役会の監督機能
の強化により内部統制やガバナンスをしっかり
と担保しながら、攻めの面では業務執行の決定
の委任拡大により経営のスピードアップを図る
ことができるものと考えています（詳細は
P39‒49をご覧ください）。
　UBEグループは、これまでも「人のチカラ」を
支えとしながら、事業環境の変化や時代の要請
に応じて、次の成長のための自己変革を繰り返
してきました。今後もその基本姿勢は変わるこ
とはありません。ステークホルダーの皆様にお
かれましては、これからも引き続きご指導ご鞭
撻のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。

2019年8月

代表取締役社長 CEO

エネルギー起源CO2の排出削減に向けて徹底的に取り組むとともに、
　　　　　　　　環境貢献型ビジネスの拡大にも努め、
　　　　地球環境問題への対応が我々にとって

新たなチャンスに変わるべく挑戦していきます。　
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イントロダクション・マネジメントメッセージ　

財務戦略

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

2,800

2,400

2,000

1,200

1,600

800

400

02018201720162015 2019

TOPIX
（円）
宇部興産

（円）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 201820172016 （年度）0 0.0

5.0

2.5

35

70

0

40

80
（円）

（%）

（%）

50 50 50 50 5050

60

75
80

29

22

61

28

36

25

56

41
36

2.6
2.62.32.02.12.32.42.62.7

１株当たり配当金 総還元性向

DOE

３年間累計の利益およびキャッシュ・フローは
計画を達成
　2018年度の業績は、対前年度増収減益とな
り、中期経営計画最終年度としては営業利益およ
び経常利益が未達となったものの当期純利益は
過去最高益を更新し、期初の業績予想に対しては
これを上回るとともに、３カ年累計の利益は計画
を達成しました。
　財務面では、着実に改善が進展しています。3
カ年累計の営業キャッシュ・フローが計画を上回

る一方で、事業環境の変化などにより投資キャッ
シュ・フローが計画ほど発生しなかったこともあ
り、当初計画を上回るフリー・キャッシュ・フローを
確保しました。期末の自己資本、有利子負債残高
は中期経営計画の目標水準を達成し、自己資本
比率は44.5%に、D/Eレシオは0.57倍へと向上し
ています。効率性の面においても、ROEは前期に
続いて10％を上回りました。

財務規律を維持しつつ、成長投資を積極化
　新中期経営計画においては、3カ年で400億
円のフリー・キャッシュ・フローを確保する計画で
す。従来以上に成長投資を積極的に実施したい
と考えていますが、キャッシュ・フローを重視し、
総資金収支プラスを確保するという財務規律は
引き続き堅持しますので、財務の健全性向上は
継続できると考えています。効率性の面で目標
とする経営指標はROEとし、自己資本を積み増し
ながら最終年度で10%を目標とします。

1株当たり配当金を5円増配
　2018年度は100億円の自己株式取得を行う
とともに、1株当たり配当金を年間80円へと5
円増配させていただき、3カ年累計での総還元
性向は39％となりました。
　UBEグループの株主還元の考え方の基本に
あるのは安定的かつ持続的な配当で、これを定
量的に表すために新中期経営計画においては
DOE（株主資本配当率）2.5%以上というKPIを採
り入れました。さらに、中期経営計画期間での連
結総還元性向を30%以上とすることを株主還
元の方針としています。将来的にも成長投資や
内部留保とのバランスをとりながら、収益の拡
大を株主還元のさらなる拡充につなげていき
たいと考えています。

フリー・キャッシュ・フローを重視しながら、
成長投資を加速します。

取締役 常務執行役員
CFO

藤井 正幸

（注）  2017年10月1日付で普通株式１０株につき１株の割合で株式併合を行っています。
2016年度以前の１株当たり配当金は、株式併合後の基準で換算したものです。

（注）  2017年10月1日付で普通株式１０株につき１株の割合で株式併合を行っています。
2017年9月以前の株価は株式併合による調整後の株価です。
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2018 4月 ● 建設資材 宇部興産建材（株）へ建材事業を統合

● 化学 ABS樹脂事業の新会社「テクノUMG（株）」が発足

● CSR UBEグループ創業120周年を記念した公益財団法人宇部興産学術振興財団への寄付を発表

● 建設資材 木質バイオマス炭化燃料実証設備建設を決定（エネルギー事業）

9月 ● CSR 「第６回みどりの社会貢献賞」を受賞

10月 ● CSR 第11回宇部興産グループ チャリティーコンサート開催

● 機械 宇部興産機械（株）の米国子会社UBE Machinery Inc.が射出成形機組立工場を拡張

● 機械 U-MHIプラテック（株）の射出成形機工場新設を決定

イントロダクション・マネジメントメッセージ

財務・非財務ハイライト

財務ハイライト

2018年度 トピックス

(%)

6,4176,417
6,955 
7,301

6,165

18.06
13.85

22.85

445
414

241

6.5
6.1349

5.7

3.8

502

7.2

7.6

6.5
3.8

10.5

6.9

10.1

5.5

8.7

7.2

5.8

44.539.237.0

3,295

42.5

3,153 

40.4

2,865
2,6652,633 1,872

2,166
2,397

0.57

1,955 

0.62 

2,104

0.73
0.81

0.91

301.65

312.36

2014 2015 2016 2017 2018（年度） 2014 2015 2016 2017 2018（年度）
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総資産事業利益率（ROA）（注2）
自己資本利益率（ROE）

（億円） （%）
自己資本比率自己資本（注3）

（億円） （%）
売上高営業利益率営業利益

（円）
１株当たり当期純利益（注1）

（億円）
売上高

（億円） （倍）
D/Eレシオ有利子負債

（注1）2017年10月1日付で普通株式１０株につき１株の割合で株式併合を行っています。
（注2）総資産事業利益率（ROA）＝（営業利益＋受取利息･受取配当金＋持分法による投資損益）／総資産（期中平均）
（注3）自己資本＝純資産－新株予約権－非支配株主持分
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11月 ● IR 自己株式の取得を発表

● 建設資材 宇部伊佐鉱山の金山鉱区からの石灰石出鉱を開始

● 化学 緑内障・高眼圧症治療剤「エイベリス点眼薬0.002%」を日本で発売（医薬事業）

12月 ● 化学 新規抗RSウイルス薬創製を目指し、塩野義製薬株式会社と共同研究契約を締結（医薬事業）

2019 １月 ● 化学 リチウムイオン二次電池用セパレータ事業を連結子会社の宇部マクセル（株）へ移管

2月 ● 企業 代表者取締役社長の交代を発表

3月 ● 企業 監査等委員会設置会社への移行を発表

● 化学 欧州子会社UBE Corporation Europe, S.A. Unipersonalがコンパウンドメーカーを買収

非財務ハイライト
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温室効果ガス（GHG）排出量

研究開発費
（億円） （名）

研究開発人員

特許出願数（単独） 女性管理職比率（単独）
（件）

（名）

（kg/t）

（万 t/y）

廃棄物・副産物の使用量
熱エネルギー代替廃棄物
原料系廃棄物・副産物

高圧ガス製造保安責任者（化学）
各種技能士（機械）
コンクリート技士・主任技士（建設資材）

セメント1t当たり使用

現場を支える有資格者数

（万 t - CO2e/y)
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1914～ 機械
石炭採掘機械の製造・保守から始ま
りました。

1897～ 石炭
UBEグループは宇部（山口県）での
石炭採掘事業からスタートしました。

1942 宇部興産（株）設立

1923～ セメント
石炭と宇部市周辺で豊富に採れる石灰石を
活用して始まった事業です。

●1954年/竪型ミルの製造を開始

●1963年/大型ダイカストマシン
（当時世界最大）を開発、製造開始
大型ダイカストマシンの世界シェア
20～30% （2019年3月現在）

●1973年/橋梁事業開始

●1976年/独自開発の射出成形機を開発、
製造開始

●1981年/押出プレスの製造開始

●1982年/興産大橋完成、開通

●1996年/アメリカで射出成形機・
ダイカストマシンの製造開始

●2001年/中国・上海に宇部興産機械（上海）を設立

●2014年/東洋機械金属（株）との資本業務提携契
約を締結、ダイカストマシンでのシナジー追求

●2017年/三菱重工業（株）の射出成形機事業を統合、
射出成形機でのシナジー追求

●1952年/（株）日本石灰工業所
（現・宇部マテリアルズ（株））の経営権取得

●1951年/宇部化学工業（株）
（現・宇部マテリアルズ（株））の経営権取得

●1977年/ 最後の炭鉱が閉山

炭炭炭

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

UBEグループの沿革

UBEグループは、1、1897年に石炭の炭の採掘掘事業で創業業し業しましました。た。そのその後、後、激動激動するするす 時代の荒波に揉まれなが業業業業業業業業業業業 激
らも、独創的的な「な「技術技術力」」と革と革新的的新 な「モノづくり力」」にによりより不断不断のイノベーシーションョンョンンを起を起こすことでさまざま」」」」」」」」」」」」」 ーー
な事業を展開しつつ112020年以以年以上の上の上の上の歴史歴史を刻を刻んでんできききまましたた。。ききききききき

建設資材カンパニー機械カンパニー

●1955年/伊佐セメント工場生産開始

●1958年/宇部西工場生産開始

●1964年/苅田セメント工場生産開始
（３工場体制構築）

●191999999999999998年8年8年8年8年8年8年8年8年8年8 /宇部/宇部宇部宇部/宇部宇/宇部宇部宇部宇 三菱三菱セ三菱セセセ三 メントメントメントメン（株）（株 設立三三三三
国内セ国内セ国内国国内セセ内セ内セセセセメントメントメントメントメントメメンメントメントメ 販売シ販売シ販売 ェア２ア 位位販売販売販売売 （20（20（2 19年9年1 3月現3月現在）在）

● 2016年/苅田セメント工場にて排熱発電開始

● 2018年/木質炭化燃料「トレファイドペレッ
ト」実証設備を建設
（2019年10月生産開始予定）

● 2013年/東証２部上場企業であった宇部マテリアルズ（株）を
株式交換により完全子会社化

● 2014年/メガソーラー運転開始
（昭和シェル石油とのジョイントベンチャー）

● 1982年/145千KW石炭専焼
自家発電所完成： 宇部にある
全事業所の電力を賄う

● 1980年/沖の山コールセンター
完成: 海外一般炭の輸入中継基地
としては国内最大規模

● 2004年/中国電力への電力卸供給開始
（燃料は石炭と木質バイオマス）

エネルルエネルギー事ギー事事ギー事業業業
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分離膜
●1 防爆用窒素分離、除湿
●2 1986年/国内唯一のガス分離膜メーカー、世界で唯一、有機膜でアルコールを脱水できる特殊技術を確立
●3 ポリイミド中空糸製造180万Km/年、モジュール製造8万本/年

セパレータ
●1 リチウムイオン電池材料
●2   1994年/優れた安全性と高出力が要求される用途に強みを持ち、
 塗布型を主力として車載用途で拡大

●3 2.5億㎡、世界シェア10%

1933～ アンモニア・肥料
石炭から化学肥料となる硫安（硫酸アンモニウム）を製造する
ことから始まった事業です。

分
●

●

●

d

ca

b

ポリカーボネートジオール（PCD）、
ポリウレタンディスパージョン（PUD）
などの高機能コーティング
●1 自動車塗料、床材
●2 1995年（PCD）、2011年（PUD）
 独自技術で高利益率

●3 PCD 14,000t、世界シェア1位  
PUD 2,000t

記述内容　
●1 用途　
●2 生産開始年/特色　
●3 UBEグループの生産能力/市場シェア　

ナイロン
●1 自動車用部品、食品包装用フィルムなど幅広く使用されるエンジニアリングプラスチック
●2 1959年/高機能用途に強み、高品質、国内外の自動車メーカーの信頼を得た自動車部品材料、
グローバルNo.1を目指す押出材料（フィルム・モノフィラメント）

●3 19.8万t、世界トップメーカーの一角 （2018年:ナイロン6樹脂 世界市場255万t）

カプカプロラクタムム（CP（CPL）L）

●1 ナイロン原料
●2 1956年/ を供給世界3極（日本、タイ、スペイン）で高品質かつ競争力の高いナいナイロン原ン原原料をを料ををを
●3 31.5万t（2018年：世界需要要59596万t）万t）

化学カンパニー

合成ゴム（BR）
●1 タイヤ用途
●2 1971年/付加価値品主体。大手グローバルタイヤメーカーへ納入
●3 32万t、世界5位 (2018年:世界需要推定349万t)

アンモニア
●1 カプロラクタム（CPL）、アクリロニトリル（AN）、窒素系肥料などの原料
●2 1933年
●3 38万t、国内1位 （2018年：国内需要113万t） 

カプロラクタム ナイロンチェーン
UBEグループが世界に誇るグローバルプロダクツ。アンモニア→カプロラクタム→ナイロンというチェーンで、最適生産・コスト競争力を確保

ポリイミドフィルム
●1 フレキシブル回路基板、IC実装用キャリアテープなどの電子材料用途
●2 1983年/原料BPDAから一貫生産している世界唯一のメーカー
●3 世界４位グループ 
 液晶テレビパネル向けCOF用フィルムはシェア70%

医薬品
●a 2018年/緑内障・高眼圧症治療剤「エイベリス」生産開始
●b 2009年/抗血小板剤「エフィエント」生産開始
●c 2003年/血圧降下剤「カルブロック」生産開始
●d 2000年/抗アレルギー剤「タリオン」生産開始PCD、PUD

13



持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

UBEグループの強み：宇部地区におけるインフラ集積

UBEグループは石炭採掘からスタートしたした事業を、を 石炭石炭採掘採 機械機械の製製造、造、石炭石炭と石と石灰石石を活を活
用したセメント製造、造 石炭石炭を原原料と料とする化学肥料肥料の製の製造へ造へと発と発と 展さ展させ、せ、そのその後も後も社会社会の要の要求求
に応えてさまさまざまな製品を世にに送り送り出し出してきてきましました。た。そのその結果結果、山、山口県口県の宇の宇部地部地区に区に製造製造施施
設が集積積し、発電所や所 港などもも備え備えた現現在の在の姿を姿を形成形成してしていまいまい す。す

宇部地区主要拠点

研究開発本部
化学品を中心とした研究など

（株）宇部スチール
鋳鋼品などの製造・販売

宇部ケミカル工場
（東地区）

石炭火力発電所
宇部地区のUBEグループ全体の
電力供給およびIPP発電事業

宇部セメント工場

宇部セメント工場
出荷施設

沖の山石灰石センター
石灰石の貯蔵、出荷基地

宇部興産機械（株） 沖の山コールセンター（第1貯炭場）
化学カンパニー
建設資材カンパニー
機械カンパニー

インフラ集積による競争優位性
● インフラの共有による生産効率向上、環境負荷の低減
● 自家発電所で発生するスチームとセメント工場からの排熱などを各事業で有効利用
● 原材料供給、廃棄物の利用などで各事業間の連携が容易
● 近隣の豊富な石灰石、水資源や大型船の着岸できる港などにも恵まれた立地

宇部興産本社

宇部医薬品工場
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500m

　 インフインフラ集積ラ集積によるによる競争優競争優争優争優位性を位性を位性 活かし活かし、、かしかし
電力な電力などのイどのインフランフラを共有を共有し、各し、各事業間事業間で連携で連携する仕る仕組みが組みがみみ 、、携するすすす

UUBEグBEグループループプのビジのビジビジネスモネスモデルをデルを構成し成構成しています。すていまいま

エネルギー事業（建設資材カンパニー） 建設資材
カンパニー

化学
カンパニー

電力・電力・熱・オ熱・オイルコイルコークスク

電力電力

電力・電力・熱・石熱・石炭・石炭・石炭灰炭灰石石炭炭

機械
カンパニー

宇部地区における生産拠点と
インフラの集積

宇部ケミカル工場
（西地区）

宇部藤曲工場 （宇部アンモニア工業（有））
アンモニアおよび工業ガス類の製造・販売

明和化成（株）
フェノール樹脂などの製造・販売

宇部MC過酸化水素（株）
過酸化水素の製造・販売

宇部マテリアルズ（株）第1工場
マグネシアクリンカーなどの製造・販売

沖の山コールセンター（第2貯炭場）

宇部マテリアルズ（株）第２工場
水マグスラリーなどの製造・販売

宇部興産専用道路
伊佐地区と宇部地区を結ぶ日本で一番長い私道（31.94km）

興産大橋

興産大橋

ユーエスパワー（株）
大規模太陽光発電所

西沖の山石灰石センター
石灰石の貯蔵、出荷基地
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● 電解液

● リチウムイオン電池

研究開発

独自の合成技術で製品開発、
ライセンス供与を推進

DMCを核としたUBEのC1ケミストリー※1技術
　UBEグループの合成技術の歴史は自社で得
られる原料を展開し、より高付加価値化を目指
す途上で築かれてきました。なかでもC１ケミス

トリーは世界に誇れる技術となり、ジメチル
カーボネート(DMC)やジメチルオキサレート
(DMO)の創製にとどまらず、ポリカーボネート
ジオール(PCD)※2やポリウレタンディスパー
ジョン(PUD)※3などの誘導体および医薬原体
の一部となる複素環化合物合成の元となってお
り、今も利益の源泉であると言えます。
　石炭から得られる合成ガス（CO(一酸化炭
素)/H2(水素)の混合ガス）を原料とし、肥料の
オキサミドへ誘導化した取り組みがUBEの有
機化学の興りです。その後も連綿と研究開発
を続け、1970年代のパラジウム（Pd）触媒を
用いたナイトライト法※4（COカップリング反
応）の発見により、UBEのC１ケミストリーが
花開きました。DMCはその代表産物です。
しかし、販売当初から順調に売り上げを伸ばし

UBEググループの研究開発は、創業業時の石炭炭炭炭事業の時代かから培ら ってってきた合成技術に強みをU
持っており、それを基盤ととして発展させながら、ら 今日までさまざまな研究開発を行ってい持
ます。また、企業成長に必要不可欠な活動として知的財産活動を戦略的に推進するととも
に、他者の知的財産権の侵害防止にも努めています。に 他者の知的財産権の侵害防止にも努めています

強みを活かした研究開発と知的財産活動で
新たな価値創造につなげる

用語解説
※１  C1ケミストリー： 一酸化炭素（CO）など炭素数1である分子を原料に、
他の炭素を含む化合物を作る技術。

※2 ポリカーボネートジオール(PCD)： 詳細はP27をご覧ください。
※3 ポリウレタンディスパージョン(PUD)： 詳細はP27をご覧ください。
※4  ナイトライト法： COとメタノールを原料とするクリーンな合成技術。
※5  ホスゲン代替原料： ホスゲンはPCDやポリウレタンの原料となるが、毒性が強いため、
近年では他の化学品に置き換えが進んでいる。

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

UBEグループの強み： 研究開発・知的資本

上席執行役員
化学カンパニー研究開発本部長、
技術戦略部・開発部門担当

大田 正芳

● 石炭 ● 廃プラ ● ペトロコークス

ガス化技術

電解液事業DMO-MEG
ライセンス供与

高機能コーティング事業

● 水素ガス

● アンモニア

● カプロラクタム

● ナイロン樹脂
● ナイロン繊維

● ポリエステル樹脂
● ポリエステル繊維

衣料品など

● COガス

気相ナイトライト技術
（Pd触媒）

● DMO
　ジメチルオキサレート

● DMC ジメチルカーボネート

● PCD ポリカーボネートジオール

● PUD 水系ポリウレタンディスパージョン

● 高純度DMC
● MEG エチレングリコール

● メタノール

C1ケミカル製品群

電気自動車
（EV）
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競争優位性を発揮できる主要な研究開発テーマ

た訳ではなく、カーボネート合成のホスゲン代
替原料※5として販売した際には、反応性の低さ
から一部の利用場面に限定されていました。
いったんは製造中止もささやかれましたが、
DMCに微量の添加剤を加えるとリチウムイオ
ン電池の電解液として既存剤より遥かに優れ
た性能を示すことを世界に先駆けて発見し、以
降、DMCおよび電解液はUBEグループの主力
商品の一つとなりました。誘導化の開発も順調
に進み、PCDは今やタイおよびスペインも加え
た世界拠点で製造(注）されています。さらに、そ
の誘導体であるPUDなどへと、より高付加価
値化した製品群を生み出しています。
　近年はモノ売りばかりでなく、C1ケミスト
リー技術のライセンスビジネスも展開していま
す。DMCと同じ原料から製造されるDMOを経
由してエチレングリコール（MEG）を製造する
技術を海外に向けて積極的にライセンス供与し
ています（ライセンス合計能力：DMO1,200万
t以上、MEG600万t以上）。MEGはポリエステ
ル繊維およびPET樹脂の原料として市場が伸
びている化合物です。DMOからMEGを製造す
る際には水素が必要ですが、もともとの原料で
ある合成ガスには水素が含まれており、原料を
無駄なく消費できる環境負荷が低い製法であ
る点も受け入れられている理由です。特に中国
では、石炭を燃料ではなく化学原料として使用
する国策とも合致し、UBEグループの技術の輪
が大きく広がっています。

（注）P26‒27をご覧ください。

カテゴリー 研究開発テーマ 優位性

ヘルスケア バイオリアクターシステムの
研究開発

独自のポリイミド多孔質膜を活用した
細胞培養システムの構築

建築・インフラ ウレタン系剥落防止工法 建設資材チャネルと有機化学の融合による製品開発

モビリティ 新規電池材料(LTO) 電池材料の強力なチャネル

次世代航空機用CMC開発 独自のチラノ繊維を活用した製品開発

知的財産

　UBEグループの知的財産（知財）活動は、知的
財産力を強化し、知財情報を最大限に活用する
ことで、新規事業創出や事業競争力強化など、
事業価値の創出・拡大に貢献することを目的と
しています。事業戦略に沿った知財戦略を策定
し、知財戦略活動のPDCAサイクルを適切に運
用することにより事業価値・知財価値の最大化
を図っています。さらに、知的財産調査やその分
析・解析力の強化のため、AI機能を有するツー
ルを活用するなど、研究開発部門も含めた業務
効率化を図り、知財ポートフォリオ※1やオープ
ン・クローズ戦略※2を活用しながら事業収益に
貢献する知財活動を進めています。一方で、
UBEグループとしてグローバルな知的財産管
理を推進しており、国内外のグループ会社との
活動方針や知財情報の共有化を進めています。

ポリイミド多孔質膜の顕微鏡拡大画像

国内特許新規登録件数および保有件数

用語解説
※１  知財ポートフォリオ： 企業が保有する特許や著作権、ノウハ
ウなどの知的財産群のこと。戦略策定や競争力評価に役立
てることができる。

※2  オープン・クローズ戦略： 知的財産の開放・提供（オープン）、
あるいは秘匿・独占（クローズ）により、自社に有利な状態を
構築する経営戦略のこと。

339

2013 2014 2015 2016 2017

2,405

220

401

2,323
2,434 2,468

265

2,545

220

（年度）

（件） （件）
新規登録件数 保有件数
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価値創造の源源泉で泉で泉であるある人材材の育成は経営の最重要重要重要重要要要要重要重要要要事項事項事項事項事事事事事事 の一のの一の一の一の一の一の一の一つでつ す。UBEグループでプで
は、経済のグローローーババル化のの時代にあって、国や地域をを問わ問わわわわわわわず力ず力ず力ず力ず力ずずずずずずず 強く強強く強く強くく強く強く強く強く強くビジビジビビビ ネスネスネスを推を推を 進して
いく人材を育育成す成す成するたるためにに、さまざまな学習および体験験の場をを提供提供提提供提供供供供供供提供供供供供供してしてしてしててしししししてししてししし いまいまいまいまままいまいまいまいまいい す。す。す。す

UBEグループの将来を担う人材の育成
グローバルビジネスリーダー研修（注）

UBEグループの人材育成の考え方
常務執行役員 
玉田 英生 
　UBEグループには現在、約11,000名の社員
が在籍しています。企業の使命と社会的責任を
果たすのは社員です。また、安心・安全なモノづ
くりと企業の持続的成長、価値創出を支えるの
も社員です。
　教育と研修としては、主に現在の職務におけ
る専門性とリーダーシップの養成を目的に行っ
ています。また、8年前からグローバルビジネス
リーダー（ＧＢＬ）研修を始めて、グローバル人材
育成にも力を入れてきました。
　さらに今後は、カンパニー内またはカンパニー
を越えた積極的な人事異動により、新しい職務や
役割に挑戦すること、経験を積むことで各人が持
つポテンシャルを引き出し、伸ばしていきます。
幅広い経験をした人材が将来の幹部候補生にな
り、また現場のマネジャーとして部下を指導でき
る人材になるのではないかと考えます。

　一方、ダイバーシティをさらに進めていくこと
で、働きやすい労働環境を一層整備して、成長
重視の評価への移行と職場内で相互に職務を
助け合う風土を醸成することも重要と考えてい
ます。

GBL研修で得たもの
建設資材カンパニー エネルギー事業部
石炭技術センター 技術支援グループ
グループリーダー
村谷 剛 
　40歳を過ぎてもまだ内向きで保守的な思考
をしがちな自分を変えなければ、この変化の時
代にリーダーとして人を引っ張っていけないぞ、
との不安を抱えていた時に
GB L研修を知りました。
UBEグループの個性的で
多様な24名の受講仲間が
タイ、スペイン、ドイツ、日本
から集まり、静かな自己紹

（注） グローバルビジネスリーダー（GBL）研修
マネジメントや戦略の知識と、ダイバーシティ環境下でのマインドやリーダーシップを身につけることを目的とした研修。国内外の
UBEグループ各社から対象者を選抜し、約半年の研修期間で集合研修やチームプロジェクトを行う。

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

UBEグループの強み：人材育成

常務執行役員
CRO、CCO、
リスク管理部・人事部・CSR・総務部・法務部担当　

玉田 英生

18



2013年～2018年
（名）

海外への教育・研修派遣実績

ヨーロッパ

アメリカ
1

アジア

タイ 日本→海外
14

海外→海外
4

5

2

2

8

UBE Chemicals (Asia) Public Company 
Limited 
Quality Assurance Manager
シスラット・プラコップチャート
　UBEグループに入社
して20年になりますが、
GBL研修は貴重な体験
でした。UBEグループ
のほかの国の同僚たち
から多くのことを学び、
グローバルなチームとして成功するためには多
様な人材がいかに価値あるものかを理解しまし
た。スキルの戦略的な活用や優れた業務遂行
の方法についても学ぶことができました。
　私が得た成功への鍵は、
• チームのメンバー同士の関係性を信じること
• 明確な目標を持つこと
• 明確なコミュニケーションをとること
• 優先順位を明かにすること、です。
　GBL研修で得た経験を活かして、プロジェク
トをより有効な方法で進め、チームの成果を高
めています。また、相手の話をよく聴き、前向き
な意見を述べることでコミュニケーションを改
善しています。

介から始まった研修は、寝食を共にするうちに深
夜までの議論を楽しむようになり、最後は大い
に歌って相互の健闘を称え合いました。その過
程において処理し切れないほどの多様な刺激を
仲間から受け、7年たった今でもそれらが強く自
分の価値基準・行動基準に影響しています。

UBE Corporation Europe, S.A. 
Unipersonal 
R&D Engineering Plastics
Development manager
ロセール・エレーロ・ポンス 

　GBL研修に選考された時
はとても嬉しかったです。
　研修中は、高い意欲を維
持し、自分の限界に挑戦し、
根気強さが必要でした。こ
れは日々の生活や職場で

も同様で、不可能はないと信じることの大切さ
を理解しました。自分が変われば世界も変わる
のです。相手の声に耳を傾け、失敗を恐れず質
問をすること、また、失敗を歓迎し自身のコン
フォートゾーンを抜け出し、時には意見の対立
も必要であることを学びました。これらは仕事
だけではなく、私生活でも役立っています。
　家族とも呼べるチームと、グローバルコミュ
ニケーションの重要性を共に認識し、互いに助
け合い、最終プレゼンを完成することができま
した。
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化学カンパニー

建設資材カンパニー

機械カンパニー

電力・熱・オイルコークス

電力

電力・熱・石炭・石炭灰

宇部地区の各カンパニーに電力など
を供給しているほか、太陽光発電やバ
イオマスエネルギーの導入など地球
環境への負荷低減を推進しています。

石炭からの肥料製造で
培った合成技術を高度化さ
せ、時代のニーズに応える製品
を供給することにより発展してきま

した。化学カンパニーはナイロン、合成ゴ
ムのほか、リチウムイオン電池向け材料、ポリ
イミド、分離膜などの先端材料、環境調
和型製品のファインケミカル、さら
に創薬、受託医薬などを幅広く
展開しています。

宇部の石炭と近隣の
豊富な石灰石をベースとし
たセメント・カルシア・マグネシ

ア事業を中心に発展してきました。
また、生コン製造、セメント運搬、販売な
どグループ会社との総合力で利益の最大化
に努めています。さらに、化学会社の
知見を活かした建材製品も多数
展開しており、建設資材カンパ
ニーは社会インフラと生活
の基盤を支えています。

炭鉱を掘る機械、セメ
ント・化学の各事業に必要
な機械の製造を通じて、技術を
磨いてきました。世界の自動車メー
カーに採用されている射出成形機・
ダイカストマシンを筆頭に、搬送機器、粉砕
機器、橋梁などの製造と、機械のメンテナ
ンスや改良のサービス事業を行っ
ています。独自の先進技術に
裏づけられた、お客様の高
い評価が強みです。

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー　

UBEグループのビジネスモデル

インフラ

強み

エネルギー事業
  （建設資材カンパニー）

カンパニー間
連携による
価値創出

港湾ななどのインフラを化学、建設資材、機械の３事業セUBBEグE ルールーープはプはプはプはププは、宇、宇、宇宇部部部地部地部部 区区ののの電力電力電力・港港湾湾 セグメントが共同利利用し用し、
盤と人人材の力により生み生み出さ出されたれ 技術を通して未来コスコスコスト競ト競ト競ト競競争争争力争力力とととととととととももにもにもにもに強固強固強固固強 なななおお客様基盤 来につながる価値を創出
となくく、広く世界において独創的創的な「な「技術技術力」力 と革と革新的ししてしてていまいまいまます。すす 今で今で今では宇は宇は宇は宇宇部部に部に部に部にとととどとどとどまるまること 的な「モノづくり力」に
を創出出しています。よりよりりよよりより 社社社、社、社、、社、社会の会の会の会の会会 持続持続持続持続的的な的な発展発展に資する価値を

強み
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ナイロン
連続重合により
高品質ナイロンを安定的に生産

合成ゴム
コバルト触媒を使用した
高品質のＢＲ専業メーカー
生産能力世界５位

セパレータ
数少ない乾式セパレータメーカー

車載用途で高評価
世界シェア１０％

ポリイミド
ＢＰＤＡを原料に熱イミド法で作られるフィルム
は耐熱性の高さと
寸法安定性に定評

ＣＯＦフィルムは
世界シェア70％

生コン
大型船にて日本中に運ばれる
セメントを使用した
生コン工場のネットワーク

ダイカストマシン・射出成形機
大型に特化したラインアップで
自動車メーカーなどのグローバル市場で
高い評価

ばればればればれるるるる

クク

熱イミド法で法で作らられる

タメタメーカーー

技術力

省資源、省エネ、
新規材料

自動車、鉄道、
航空分野

インフラ、住環境、
スマートシティ

食品、医薬、
生活高度化

人材

合成技術： 化学原料として
使用しにくい石炭を使うこと
からスタートしたUBEグループ
には合成技術の蓄積があり、
川下製品の開発に力を
発揮しています。

強固な
お客様
基盤

持続的成長

（大阪研究開発センター）
（タイ・スペインの開発センター）

中長期成長分野

強みを活かす戦略 強みを活かした製品

積極拡大事業への
経営資源の集中投入
ナイロン、ファインケミカル、
高機能コーティング、合成ゴム、ポリイミド、
分離膜、セパレータ、マグネシア・カルシア、
バイオマス燃料、資源リサイクル

グローバル化の一層の推進

提案型ビジネスの強化

モビリティ

ヘルスケア

環境・
エネルギー

建築・
インフラ

志向する４分野での
新規事業の創出

ダイバーシティ
高いモチベーション
働きやすい職場

強み

強み

強み

21



地球温暖化などの
環境問題： 
持続可能な
社会創出への流れ

自然災害の増加、
インフラの老朽化： 
国土強靭化、
防災・減災につながる
インフラの再構築

新興国の人口増加・
中間層拡大・都市化進展： 
食料・水・資源・インフラ・
エネルギー不足

先進国における
少子高齢化
働き方の多様性・
グローバル化の加速
女性活躍、
ダイバーシティ推進、
グローバル人材の育成

価値創造を支える基盤

技術の探求と革新の心で、未来に　　　

マテリアリティ

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー　

UBEグループの価値創造プロセス

機会と
リスク

業績

充実した
資本

詳細はP24、32‒37を
ご覧ください。

詳細はP30‒31、62‒63を
ご覧ください。

財務資本
健全な財務基盤で
企業価値向上をバックアップ

　自己資本 3,153億円（注）

 詳細はP9をご覧ください。

製造資本 
宇部地区を中心に、インフラ、
事業、人材、ノウハウが集積

 国内5拠点
 海外4拠点

詳細はP14‒15、26‒27を
ご覧ください。

人的資本
多様な個性と価値観を尊重

詳細はP18‒19、50‒51を
ご覧ください。

知的資本 
広範な技術基盤

　研究開発費 121億円
 詳細はP16‒17をご覧ください。

社会関係資本・自然資本
ステークホルダーとの
結びつき

　環境に貢献する技術

　 詳細はP32‒37、52‒53を
ご覧ください。

外部環境の変化 2018年度
企業価値を構成する資本

経営理念

詳細はP25‒29をご覧ください。

独創的な「技術力」と
革新的な「モノづくり力」

技術力

強固な
お客様基盤

強み

強み

強み

（注）2018年4月1日現在

人材

るるさまざざまな社会課課題に対し対して「て「て「技術技術技 力」と「と「モノモノモ づくづくりUBEググルループは、外部環部環環環境ののの変変変化変化変化変 おおよびそこから生生生じじる
により、持続可続可能な能な社会社会の実実の 現とUBEグEググループプのの持続持続続的的的力」で新しい価値を創創造造造し造し、課、課課題題題の解決に貢献するこことととによ

な成長を目指していまままます。す。す
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コーポレート・ガバナンス、CSR (ESG)

　つながる価値を創出し、社会の発展に貢献します

詳細はP38‒61をご覧ください。

新しい価値創造に向けた資本の再投入

カンパニー間
連携による
価値創出

価値創造

戦略と資源配分

製品・ソリューション
詳細はP32‒37をご覧ください。

地球環境問題への対応：

環境に貢献する製品・
ソリューション
（リチウムイオン電池、エコタイヤなど）

環境貢献：

モノの小型化・軽量化・
長寿命化への貢献
（金属から樹脂への置換、
国土強靭化への貢献、
インフラの構築と補修、コンクリート舗装など）

ヘルスケア・食料問題への対応：

健康・食品衛生・食料生産に貢献
（医薬品、食品包装フィルム、肥料など）

循環型社会への貢献：

資源リサイクルの推進
（セメント原料化など）

地域社会への貢献：

雇用創出、納税、
地域振興への取り組み

税金等調整前
当期純利益 446億円

フリー・
キャッシュ・フロー 77億円

ROE 10.1%

現場を支える資格（注）の
新規取得者数 125名

特許出願件数 288件（注）

環境貢献型事業の
総売上高に対する割合 27％

資源再利用、省エネルギーの
実施による節約額
 59億円

2018年度
企業価値を構成する資本に
与える影響

社会に提供する価値

（注）  高圧ガス製造保安責任者（化学）
コンクリート技士・主任技士（建設資材）
各種技能士（機械）

（注）2016年度

2025年のありたい姿
「Vision UBE 2025」
中期経営計画
「Vision UBE 2025 
̶Prime Phase̶」

インフラ

強み

強み

詳細はP6‒7を
ご覧ください。

SDGsへの
取り組み
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リスクの概要 対応策 機会

地球環境問題
（投資対象からの除外）

化石燃料に依存した事業構造のため投資
対象から除外される

エネルギーの効率化を図るとともに、地球環境の
負荷低減に貢献していることへの理解を深める

地球環境の負荷低減
に貢献する製品・技術
を活用したビジネス
の創出・拡大

地球環境問題
（政策の強化（環境税））

化石燃料の利用に対する税制が強化され
大幅なコスト増となる

化石燃料利用のメリットとコスト増のバランスを
勘案し、代替品利用を検討する

重大なコンプライアンス違反 重大なコンプライアンス違反が発生し、ス
テークホルダーの信頼失墜と多額の損害
賠償責任を負う

経営の監督機能強化や品質保証体制の整備およ
び品質問題の再発防止策の徹底などガバナンス
を強化するとともに、小さな不正も見逃さずに改
善する企業風土と意識の改革を継続して行う

企業イメージや企業
価値の向上

市場での需給の不均衡 需要が大幅に減少した場合、または他社で
の生産能力増強により供給が大幅に増加し
た場合などに、市況の低迷やスプレッドの
縮小により大幅な損失を計上する

徹底したコストダウンの継続とターゲット市場に
おける差異化を進め、コスト競争力の強化と市場
における安定した需要の確保を図る

市場におけるプレゼン
スの向上

人材確保難 少子化、価値観の多様化により、企業が求
める人材の採用難や離職率のアップ等で
深刻な人材不足が常態化し、事業の継承
に支障をきたす

働き方改革、業務の見直し、ダイバーシティ化推
進、ICT化推進等の対策を実施する

多様な人材が活躍で
きる就労環境の整備
の進展と次世代を担
う人材の確保

代替製品の普及 UBEグループの既存製品の代替となる
新製品が急速に普及することにより、事業
転換が遅れ、大幅な損失を計上する

市場ニーズを先取りした製品開発と、事業ポート
フォリオに基づいた重点的な経営資源の投入によ
り、着実に積極拡大事業の伸長と育成事業の事業
化に取り組む

育成事業の早期刈り
取り
次世代事業の創出

重大な設備事故 危険物や高圧ガスを取り扱う工場におい
て大きな事故が起きた場合、復旧への対
策費用、生産活動休止による機会損失、顧
客に対する補償、社員の労災、社会的な信
用が失墜するなど

保安対策（設備保全、マニュアル整備、ICT活用
等）・防災対策・安全教育の徹底、技能伝承の推
進、BCPの策定と定期的な見直し等の対策を推
進する

ー

地震・津波等の
重大な自然災害

地震や津波等により、製造設備などに大
きな被害が発生、生産活動休止による機
会損失が発生する

重大な自然災害に備え、実際の被害が最小限と
なるような防災対策、BCPの策定と定期的な見直
し、社員・協力会社等への安全教育の徹底を実施
する

ー

リスク管理方針およびリスク管理体制
　UBEグループでは、取締役会・経営会議などの意思決定の各過程において、事業の目的達成を阻害す
るリスクを洗い出し、そのリスクの発生可能性と影響度を評価したうえで適切な対策を実施しています。
　リスクの洗い出しと発生可能性および影響度を収集するための全社統一した管理システムの導入
や、リスク情報の一元管理を行う専任部署として「リスク管理部」を設置するなど、UBEグループのリス
ク管理に関する内部体制を整備しています。
　さらに、以下の委員会等を設け、個別のリスクに対処する体制をとっています。 

1. 情報セキュリティ委員会  「情報セキュリティポリシー」を定め、これを周知徹底し遵守状況をチェックするととも
  に、情報セキュリティに関する規則・規程を整備する。 

2. 危機対応委員会   国内および海外における緊急事態に速やかに対処するため、情報の集約や社内外へ
の対応などについてマニュアルを整備し、内外統一的な危機対応体制を構築する。

経営会議

リスク管理部 情報セキュリティ委員会●   UBEグループ全体の統一した
管理システムの構築

●   リスク情報の一元管理

●   個別のリスクに対応
●   個別のリスクに対応

● リスクの洗い出し、発生可能性と影響度を評価したうえでの適切な対策

危機対応委員会

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

主要リスクと機会

主要リスク、対応策および機会
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マテリアリティの特定 地球環境保全貢献 より良い社会づくりのために

イノベーション、産業の発展

マテリアリティ
（重要課題） UBEグループの取り組み 　   貢献するSDGs項目

持続的な成長 化学事業の安定的な成長 積極拡大事業への集中的な資源投入、および基
盤事業の差異化戦略とコストダウンの推進、この
両輪で安定的成長を実現します。また、育成事業
の促進により次世代事業の創出を推進します。

詳細はP26‒27をご覧ください。

環境 地球環境問題への対応 持続可能な社会へ貢献するために地球環境問
題への対応に自主的、継続的に取り組みます。

詳細はP28‒29をご覧ください。

社会 人材の採用と育成 UBEグループの中長期的な成長のために最も
重要な要素は「人材」であり、採用、教育、育成、
多部署での経験などを通じて強化・向上するこ
とが重要と考えています。

詳細はP18‒19、50‒51をご覧ください。

ガバナンス 内部統制の強化 2019年度より監査等委員会設置会社に移行し、
今まで以上に内部統制の強化に取り組みます。

詳細はP39‒48をご覧ください。
なお、品質に関する「内部統制の強化」については、
P49をご覧ください。

グローバル社会の大きな潮流、120年を超えるUBEグループの歴史と現在の状況を踏まえ、
UBEグループの持続的な成長に重要な影響を与えるマテリアリティ（重要課題）を特定し、重
点的に取り組んでいます。また、これらの取り組みを通じてSDGsに貢献していきます。

化学事業の
安定的な成長環境

社会

ガバナンス

選定の基となる考え方

中期経営計画基本方針「事業の成長基盤強化」
詳細はP6をご覧ください。

選定の基となる考え方

中期経営計画基本方針
「資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献」
詳細はP6をご覧ください。

選定の基となる考え方

中期経営計画基本方針「事業の成長基盤強化」
詳細はP6をご覧ください。

選定の基となる考え方

中期経営計画基本方針
「経営基盤（ガバナンス）の強化」
詳細はP6をご覧ください。

SDGs (Sustainable Development Goals)： 持続可能な開発目標

　2015年9月、ニューヨークの国連本部において「国連持続可能な開発
サミット」が開催され、150を超える加盟国首脳の参加のもと、「我々の世
界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」が採択されま
した。これがSDGsで、17の目標と169のターゲットからなっています。

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

マテリアリティ： 概要
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ナイロン
（日本、タイ、スペイン）
衣料、食品包装用フィルムから自動車用部材まで幅広く使用されているナイロン。
UBEグループではナイロン樹脂を手がけており、
独自の連続重合法による品質安定性と優れた製品開発力が強みです。
特に食品包装用フィルム向けでは安定品質が、
また自動車用部材向けではお客様の要望に応じたグレード開発を行える技術力が評価されています。

　UBEグループでは、成長ドライバーである化学事業を安定的に成長させていくことをマテリアリティ
の一つとしています。強みである技術力、人材、強固なお客様基盤を活かしながら、社会に必要とされる
モノづくりを行うことで、経営理念である「技術の探求と革新の心で、未来につながる価値を創出し、社
会の発展に貢献します」を実践していきます。
　化学事業の強みは、特に創業以来培ってきた合成技術にあります。
ナイロン、高機能コーティング、合成ゴム、ポリイミド、電池材料など、
グローバルに成長が期待できる独創的な製品を数多く生み出してきて
おり、引き続きグループの成長を牽引していきます。
　化学事業の製造拠点はタイやスペインなど海外にも展開しています。
宇部地区で培われた優れた技術を展開・発展し、それぞれの地域に合わ
せた戦略で事業を運営しています。さらに各拠点は現地が主体となって
運営され、世界中のお客様へ製品を供給できる体制を整備しています。
　こうした強みのある技術とグローバルな供給体制のもとで作られる製
品は、最終製品の省資源化・軽量化・長寿命化、温室効果ガス（GHG）排
出量の削減、あるいはさまざまな利便性の向上をもたらし、地球温暖化、
ヘルスケア・食料問題など多くの社会課題の解決と循環型社会への貢献
に寄与しています。

グローバルに成長が期待できる製品事例

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

マテリアリティ： 化学事業の安定的な成長

UBEグループの安定的な成長を牽引する
化学事業

スペイン
UBE Corporation Europe, S.A. 
Unipersonal 
カプロラクタム、硫安、ナイロン、
ファイン製品の製造・販売
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セパレータ（リチウムイオン電池材料）
（日本）
電気自動車などに使われる
リチウムイオン電池の
主要構成部材であるセパレータを
製造しています。
UBEグループは数少ない
乾式セパレータメーカーです。
乾式セパレータは優れた安全性と
高出力が要求される用途に
強みを持っています。
より安全性を高めた塗布型セパレータを
主力としながら、
電気自動車などの市場拡大に応じて
生産能力を増強していきます。

タイ ● 

マレーシア ● 

中国 ● 
スペイン ● 

グローバルネットワーク
（主要生産拠点）

ヨーロッパ
アジア

日本

合成ゴム（ポリブタジエンゴム：BR）
（日本、タイ、中国、マレーシア）
BRは耐摩耗性に優れたゴムです。
UBEグループ品はコバルト触媒を使用した高品質BRで、
タイヤ向けを中心に製造しています。
近年では低燃費タイヤでも使用され、
自動車の低燃費化に広く寄与しています。
タイヤメーカーの高度な要求に応える技術力と、
共同開発による付加価値品が強みです。

ポリイミド
（日本）
耐熱性に優れた
スーパーエンジニアリングプラスチックです。
UBEグループ品は原料BPDAからの一貫生産と
熱イミド法での製造に特徴があり、
耐熱性と寸法安定性に高い評価を得ています。
さまざまな電子機器に搭載されてきた豊富な実績もあり、
ICT、IoT化の進む時代において、
その高度化に貢献していきます。

高機能コーティング
（日本、タイ、スペイン）
耐久性に優れた人工皮革や
低環境負荷の自動車塗料などの原料となる
ポリカーボネートジオール(PCD）、
ポリウレタンディスパージョン(PUD)などを製造しています。
新市場への進出とお客様へのソリューションの提案で
グローバル展開を加速させていきます。

タイ
UBE Chemicals (Asia) Public Company Limited 
THAI SYNTHETIC RUBBERS COMPANY LIMITED
UBE Fine Chemicals (Asia) Co., Ltd.
カプロラクタム、硫安、ナイロン、合成ゴム、ファイン製品の製造・販売
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用語解説
※1 エネルギー起源CO2： エネルギーの使用に起因して排出されるCO2。
※2 非エネルギー起源CO2： 製造プロセスに起因して排出されるCO2。

2005
基準年

100
（％）

90

80

0 2016
実績

2017
実績
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2021
目標

（年度）

̶13% ̶13%
̶15%

̶15%

1,420万t

1,200万t

その他GHGガス

非エネルギー起源CO２

エネルギー起源CO２44%

48%

8%

GHG排出量（2018年度）

気候変動への対応状況で企業価値を評価
　「パリ協定」の発効を受け、科学的根拠に基づいた目標設定やTCFD（気候関連財務情報開示タス
クフォース）の提言などの気候変動影響関連の情報開示を求める動きが活発になり、地球環境問
題への取り組みが企業価値の評価につながる時代となっています。

UBEグループの目標
　2021年度までに温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量を15％削減（2005年度比）すると
いう目標を設定しています。
　また、サプライチェーン全体でのGHG排出量削減の取り組みとして、
環境貢献型事業の売上高比30％以上を目指しています。
　毎年、省エネ対策を確実に実施しており、1990年以降、GHGの排出
量は確実に減少しています。

UBEグループのCO2排出の特徴と課題
　UBEグループは、エネルギー起源CO2※1と非エネルギー起源
CO2※2の排出量が約半分ずつであるという特徴があります。継続的な
省エネの取り組みでエネルギー起源CO2を削減していきます。非エネル
ギー起源CO2は製造プロセスに起因して排出されるCO2であるため、これを
如何にして削減していくかが大きな課題の一つと考えています。

温室効果ガス（GHG)排出量

持続的な成長を実現するための価値創造ストーリー

マテリアリティ: 地球環境問題への対応

サプライチェーンを通じた
環境負荷低減への取り組み
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リチウムイオン
電池用電解液

1. 化石原料・エネルギーの使用量低減への挑戦

プロセス開発、改良、省エネ設備導入などのたゆまない努力
事例: 省エネ対策として、セメント生産設備の最新省エネ設備への更新や、セメント工場での熱

エネルギー代替廃棄物利用の拡大などを行い、CO2削減に努めています。

2. サプライチェーン全体での地球環境負荷低減

環境負荷低減に貢献する製品・技術の創出と拡大
事例: リチウムイオン電池用電解液やセパレータは、近年のEV（電気自
動車）化などに大きく貢献しており、環境に貢献する製品であると
考えています。今後も環境に貢献するこのような技術・製品の開
発と普及を推し進めていきます。

3. 低炭素社会に向けた技術や研究開発の推進

低炭素社会を見据えたビジネスの創出
事例: 研究開発分野においては、NEDOが実施しているプロジェクト「非可食性植物

由来化学品製造プロセス技術開発」や内閣府が創設した国家プロジェクト戦略的イノベー
ション創造プログラム（SIP）による課題「エネルギーキャリア」に参画しています。また、木質バイオ
マスを用いた化学製品の開発を推進しているほか、CO2削減を目的とした、アンモニアを燃料とし
て利用する直接燃焼（専焼および混焼）技術の開発に参加し、産学官で協働することを通して気候変
動問題に取り組んでいます。

（％）

30

25

0 2016
実績

2017
実績

2018
実績

2021
目標

（年度）

25%
1,520億円

27%
1,880億円

27%

30%

2,000億円

2021年度までに
環境貢献型事業の売上高

30%以上

セパレータ

セメント生産設備

低炭素社会に向けた長期的取り組み
　昨今の地球温暖化に関する世界的動向は、UBEグループにとってはリスクでもあり機会でもあ
ると考えています。今後は地球温暖化に対する社会の動向を注視しながら、低炭素社会に向けた
事業の拡大を図ることが重要と考えています。また、2030年以降を見据えた長期的視野に立ち、
UBEグループ全体で以下の事項に重点的に取り組んでいきます。

2018年度の
環境負荷低減に貢献する製品・技術

の売上高は約 2,000億円
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2018年度の連結売上高は、化学製品を中心に原燃
料価格上昇に応じた販売価格の是正および堅調な
国内需要を背景とした建設資材セグメントの製品な
らびに機械などの販売増により増加しました。しか
しながら、連結営業利益は石炭価格の上昇やアンモ
ニア工場の定期修理、さらに合成ゴム市況の軟化等
の影響を受けました。営業外収益は、持分法適用関
連会社の事業統合の影響などにより増加しました。

UBEグループの連結売上高および連結営業利益は
以下のグラフのとおりです。

6,165

7,301
6,955

売上高

化学カンパニー
3,149

医薬事業部
101

建設資材カンパニー
2,502

機械カンパニー 
972

エネルギー・環境事業部
758

その他 49

全社・消去 ‒232

2016
年度

2,583

3,054

109

102

2,272

2,388

716
901

597 713

125 47

-239 -252

2018
年度

2017
年度

502

445

営業利益

349

化学カンパニー 
237

医薬事業部 
8

建設資材カンパニー
118

機械カンパニー 
54
エネルギー・環境事業部
25
その他 8

全社・消去 ‒7

2016
年度

2017
年度

289

96

21

24

123
162

5536

2328

-19-7 
87

2018
年度

（億円）

（億円）

価値創造と持続的な成長に向けた取り組み

事業概況
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●  医薬事業は、受託医薬品の販売数量が増加し
ましたが、ロイヤリティ収入が減少したことによ
り、減収減益となりました。

● 建設資材カンパニー

増収減益
億円

（年度） 2016 2017 2018 前年度比

売上高 2,272 2,388 2,502 4.8%
営業利益 162 123 118 -3.6%

●  セメント・生コン事業は、販売が堅調に推移し
たことにより、増収となりましたが、石炭価格上
昇の影響を受けました。 

●  カルシア・マグネシア事業は、マグネシア製品
を中心として販売数量の増加および販売価格
の改善により、増収となりました。 
　建設資材セグメント全体としては、石炭価格上
昇の影響が大きく、増収減益となりました。

● 機械カンパニー

増収減益
億円

（年度） 2016 2017 2018 前年度比

売上高 716 901 972 7.9%
営業利益 36 55 54 -1.8%

●  成形機・産機事業は、製品の販売が堅調に推移
したことにより、増収となりました。 

●  製鋼事業は、副資材・電力価格の高止まりに応
じて販売価格を是正したことにより、増収とな
りました。 
　機械セグメント全体としては、原材料価格や工
事費等の高騰による影響が大きく、増収減益とな
りました。

● エネルギー・環境事業部

増収増益
億円

（年度） 2016 2017 2018 前年度比

売上高 597 713 758 6.3%
営業利益 28 23 25 9.1%

●  石炭事業は、石炭市況の影響で販売価格が上
昇したことにより、増収となりました。 

●  電力事業は、IPP発電所定期修理の非実施年の
ため売電量が増加したことにより、増収となり
ました。 
　エネルギー・環境セグメント全体としては、IPP
発電所の隔年の定期修理がなかった影響が大き
く、増収増益となりました。

● 化学カンパニー

増収減益
億円

（年度） 2016 2017 2018 前年度比

売上高 2,583 3,054 3,149 3.1%
営業利益 96 289 237 -18.0%

ナイロン・ラクタム・工業薬品事業
●  ラクタム事業は、中国市場を中心に販売価格
が是正されたことにより、増収となりました。 

●  ナイロン事業は、スペインで生産能力増強を行
い販売数量が増加したことにより、増収となり
ました。 

●  工業薬品事業は、国内アンモニア工場の隔年
実施の定期修理およびその後の生産トラブル
の影響で生産・出荷が減少したことにより、減
収となりました。
　ナイロン・ラクタム・工業薬品事業全体として
は、アンモニア工場の定期修理等の影響により、
増収減益となりました。
合成ゴム事業
●  合成ゴム事業は、タイヤ用途を中心に販売数
量は増加しましたが、上期において原料価格上
昇の中で製品価格が下落したことなどにより、
増収減益となりました。
電池材料・ファイン事業
●  電池材料事業は、車載向けを中心とした需要拡
大を背景にセパレータの生産能力増強を行い
販売数量は増加しましたが、中国における電解
液事業再編などもあり、減収となりました。

●  ファイン事業は、総じて販売価格が上昇したこ
とにより、増収となりました。 
　電池材料・ファイン事業全体としては堅調に推
移しましたが、組織再編の影響もあり、減収増益
となりました。
ポリイミド・機能品事業
●  ポリイミド事業は、回路基板向けを中心にフィ
ルムの販売数量が堅調に推移したこと、およ
び有機ELパネル向けワニスの販売数量が増
加したことにより、増収となりました。 
　ポリイミド・機能品事業全体としても、概ね堅
調に推移し、増収増益となりました。

● 医薬事業部　

減収減益
億円

（年度） 2016 2017 2018 前年度比

売上高 109 102 101 -0.8%
営業利益 24 21 8 -59.4%
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新中期経営計画の方針

●   ベーシックケミカルズ事業による安定的な収益確保と
スペシャリティケミカルズ事業の牽引による成長力の強化

●   アジア・ヨーロッパに加えてアメリカなどでもプレゼンスを
向上させ、グローバル市場での存在感を一層拡大

● 人材活用・働き方改革の推進による労働生産性の向上
●   環境貢献型製品・技術のさらなる開発と拡販、
および低炭素社会を見据えた新規ビジネスの創出

●   RDTP-B（注）の連携推進による開発テーマの早期刈り取りと次世代事業の創出業の創出出

セパレータ

2020年3月期の事業戦略

　化学事業は、中国や新興国企業が新規参入や
大増設を行ったことで需給バランスが崩れ、厳し
い状況が続いていました。2017年度半ばから、
中国での環境規制の影響で市況が改善しました
が、2019年度は中国の景気後退の影響を受け、
事業環境が悪化すると見ています。このような
状況の中、前中期経営計画よりカプロラクタム
はナイロンの原料と位置づけてコストダウンを

代表取締役社長
CEO
化学カンパニープレジデント

泉原 雅人

状況の中、前中期経営計
はナイロンの原料と位置

代
C
化

泉

合成ゴム

UBEグループの成長を牽引すべく、
　　  今後の成長のための足場を固め、

収益の安定化・利益率向上につなげます。

カプロラクタム

硫安

ナイロン

合成ゴム
ナイロン・ファイン ● ナイロン

● カプロラクタム
● 工業薬品、高純度化学薬品
● ファインケミカル
● 高機能コーティング

機能品 ● ポリイミド 
● セラミックス、三塩化ホウ素
● 分離膜 
● チラノ繊維
● 電池材料（電解液・セパレータ）

医薬（原薬、中間体） ● 自社医薬
● 受託医薬

PCD、PUD

（注）Research（研究）、Development（開発）、Technology（生産技術）、Production（生産）、Business（営業）

実施し、ナイロンはUBEグループの強みを活か
せる押出用途での増設と拡販を行い、成果が出
てきました。今後もナイロンや合成ゴムは、UBE
グループの強みであるお客様との共同開発など
で生み出された差別化品を安定的に供給すると
ともに、セパレータやポリイミドなどUBEグルー
プ独自の技術を活かせるスペシャリティケミカ
ルズを積極的に拡大し、UBEグループの成長を
牽引していきます。新規事業や研究開発におい
ては、明確な方針・方向性のもと、次の成長ドラ
イバーとなる事業の育成に注力していきます。

積極拡大事業
　ナイロン事業は、グローバル視点で顧客との
密接な関係を構築し、生産規模の拡大および高

エフィエント® エイベリス®

価値創造と持続的な成長に向けた取り組み

化学カンパニーの事業戦略

主要製品・事業

ポリオレフィン
多層フィルム
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ESG（環境保全や社会への貢献）関連の取り組み
●  環境にやさしい高機能コーティング材料、自動車の低燃費や軽量化に貢献する合成ゴムやナイロン、EV・HEVに使用される電池
材料や燃料電池自動車向け分離膜、航空機エンジンの低燃費化に貢献するチラノ繊維など、環境負荷低減に寄与する製品をお客
様へ提供し、社会へ貢献していきます。

●  低炭素社会を見据えた新規ビジネスの創出、CO2削減・利用に資する研究開発・実証試験に取り組んでいきます。

SWOT分析

● 基幹事業であるナイロン・ラクタムチェーン、合成ゴムなどのベーシックケミカル
ズ事業と機能品、高機能コーティング、電池材料などのスペシャリティケミカルズ
事業を併せ持ち、幅広い製品領域を有している

● 多様な素材・技術の複合化で差異化された製品・サービスを提供し、グローバル
に展開している

● 顧客ニーズの高度化に対応し、共同開発パートナーとして信頼される技術開発力と
モノづくり力を持ち、お客様に対してソリューションを提供している

強み

● 機能品、高機能コーティング、ナイロンなどで良好な市場の拡大が見込まれる

● 電気自動車（EV）、ハイブリッド車（HEV）の需要が旺盛であり、塗布型セパレータの
市場も拡大している

● 新規電池材料、EV向け製品、モビリティ軽量化、燃費向上等に資する環境貢献型
製品によるビジネスチャンスの拡大

機会

● 温室効果ガス（GHG）多量排出企業として、環境税などの規制
　対策：  UBEグループ全体でのGHGの削減に加えて、サプラ

イチェーンにおけるGHG削減に貢献する製品・技術の
提供

弱み

● 中進国の市場参入による価格競争の激化
　対策：徹底したコストダウンによる競争力強化、他社とのア

ライアンスによるポジションの強化

● 製品寿命の短縮化および外部環境変動スパンの短縮化
　対策：  お客様との共同開発等ソリューションの提供による

ニーズの先取りおよび新規アプリケーションの創出

脅威

収益構造へシフトします。ファインケミカル事業
では、UBEグループの強みであるC1ケミカル
事業の海外展開を強化していきます。高機能
コーティング事業は、ソリューションプロバイ
ダーとしてのビジネスを一層推進するととも
に、アジア地域での拡大と北中米地域における
ボリュームゾーンでの拡大を目指します。
　合成ゴム事業は、お客様との共同開発を積極
的に展開し、ニーズを的確に捉え、高付加価値
品をタイムリーに供給していきます。また、生産
能力も高付加価値品を中心に増強を進め、第5
拠点設立の検討を進めます。
　セパレータ事業は2019年1月に原膜から塗
布膜までの事業を宇部マクセル（株）に全面移
管しました。この統合効果をフルに発揮すると
ともに、コスト競争力強化と次世代向け案件へ
の安定供給体制を確立していきます。
　ポリイミド事業は既存設備のフル稼働および
さらなる設備能力の拡大により継続的な収益
拡大と安定化および事業構造の変革を進めま
す。分離膜事業は主力の窒素膜の競争力を強化
し、モビリティ分野でのシェア拡大を進めます。

基盤事業
　カプロラクタム事業はナイロンの原料として
日本、タイ、スペインの３極での一層のコストダ
ウンを推進します。工業薬品事業は、国内アン
モニア業界トップの地位を確立するとともに、
グローバル展開も検討していきます。
　医薬事業は、核酸医薬の研究体制の確立、
フッ素材料の開発・生産営業体制を強化します。
また、少量・多品種案件に応じた生産体制を確
立するため、宇部工場の再編を進めます。

育成事業
　チラノ繊維事業は民間航空機エンジン部材向
けＣＭＣ用繊維およびその量産化技術の開発を
進め、競合繊維の性能を凌駕する次世代焼結繊
維としての確立に取り組みます。

研究開発
　「環境・エネルギー」、「モビリティ」、「建築・イン
フラ」、「ヘルスケア」の各事業ドメインにおける
新規事業の早期創出を目指し、テーマパイプラ
インの拡充を進めます。
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代表取締役
専務執行役員 
建設資材カンパニープレジデント

小山 誠

2020年3月期の事業戦略

　当カンパニーが供給している建設資材は、将
来にわたり社会にとって不可欠な基幹製品で
あり、安定した事業基盤の上に新たな事業の拡
大を進めていけば、今後も収益を確保し続ける
ことが可能です。2019年度は、東京オリンピッ
ク・パラリンピック関連工事により一定の需要
が見込まれる反面、石炭・重油価格の高止まり
の影響が継続し、足元の業績を圧迫する状況
が続くと予測しています。

新中期経営計画の方針

● 事業基盤の強化

● 成長戦略

● グループ・シナジーの追求

生コン

● セメント・生コン
● バイオマス、リサイクル
● 建材（セルフレベリング材、防水材、リニューアル）
● マグネシア・カルシア
● ファイン
● エネルギー（石炭、電力）

宇部伊佐鉱山

　このように厳しい事業環境の中、当カンパ
ニーとしては将来の目標・到達地点を再確認
し、ありたい姿を実現するため、前中期経営計
画で実行してきた施策の成果を確実に刈り取
るとともに、中期経営計画に掲げた目標を確実
に実行します。

1. 事業基盤の強化
　セメント・生コン、マグネシア・カルシア、エ
ネルギーの各事業は、省エネ・省コスト、安定
出荷体制の構築を推進するとともに、価格是
正の継続的な取り組みにより収益性アップを
図り、経営環境悪化に適切に対応していき
ます。
● 省エネ・省コストのため、苅田工場に高効率
クリンカクーラーを導入（2019年度着工、
2020年度稼働予定)。また、伊佐工場に設置
中の排熱発電設備が2019年度稼働予定

自立した事業運営を加速し、
　　　安全・安心・安定の確保と成長を目指します。

価値創造と持続的な成長に向けた取り組み

建設資材カンパニーの事業戦略

主要製品・事業
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ESG（環境保全や社会への貢献）関連の取り組み
●  2020年2月の稼働に向けて伊佐工場に排熱発電設備を設置中です。また、苅田工場では高効率クリンカクーラーの導入を2020
年夏の稼働に向けて計画中です。これらの施策により、約8万トン -CO２ e/yの温室効果ガス（GHG）削減を計画しています。

●  石灰石採掘後の鉱山緑化に取り組んでおり、苅田鉱山では2008年度より採掘後の残壁に柑橘類・ツタなどの植樹を、また、
宇部伊佐鉱山では2011年度より最終残壁にヤマザクラ・クロガネモチなどの植樹を継続的に行っています。

SWOT分析

● 幅広い製品事業をグループ全体で担うことにより、グ
ループ・シナジーを最大限に活用することができる

● 石炭・電力の供給体制と大型の港湾設備を保有し、イン
フラの充実度が高い

● 多種多様な廃棄物を利用し、省資源化できる高い技術
力を有する

強み

● 東京オリンピック・パラリンピックや再開発、大阪万博等
により、都市圏の需要が引き続き堅調である

● 社会資本の整備に欠くことのできない資材と、競争力あ
るエネルギーの安定供給が継続的に求められている

● エネルギー・環境事業の統合により、シナジーのさらな
る深化が期待できる

機会

● 設備の老朽化
　対策：長期視点に基づく設備保全と、

ＩＣＴ活用による設備保全情報の集約
により機会損失の減少を図る

弱み

● セメントの国内需要の低迷と熱エネルギー価格の上昇
　対策：低コストかつ強固な操業基盤を構築する一方、

セメント価格の是正にも継続的に取り組む

● 環境規制の強化
　対策：省エネ施策の推進： 1.高効率設備 2.排熱利用 

3.発電用バイオマス燃料利用推進 4.キルン運転効率化

脅威

セルフレベリング材

● マグネシアの安定操業と高付加価値化へ対応
するため、宇部マテリアルズ(株)宇部工場の
リニューアルⅡ期を実施（2019～2021年度）

● 競争力のあるエネルギーを安定供給するた
め、環境対策、老朽化対策、効率化を実施

2. 成長戦略
　ファイン、バイオマス、リサイクルの各事業
は、成長事業と位置づけ、既存事業の枠にとら
われず新規テーマを探索し、事業化および利益
創出を目指し拡大を図っていきます。
● ファイン事業は、モスハイジの生産能力を増
強（タイ工場建設は2018年4月着工、2020
年度稼働予定）

● バイオマス、リサイクルの各事業は、ＩＰＰでの
バイオマス燃料使用拡大、トレファイドペレッ
ト海外生産検討や、新規リサイクル事業創
出、中性固化材・重金属不溶化材などの環境
資材の拡販を推進

3. グループ・シナジーの追求
　エネルギー事業（石炭、電力）が2019年度よ
り新たに加わりました。セメント工場・グルー

プ会社とは密接に関わりを持っている事業で
したが、同じカンパニーになることで、廃棄物・
バイオマス活用の最大・最適化など新たなシ
ナジー効果が生まれることや、人材の有効活
用、人材育成の活性化につながることを期待し
ています。

　最後に、2019年度は新たな中期経営計画
のスタート年です。今後の事業環境の変化に
も柔軟に対応しながら、新カンパニーとして自
立した事業運営を加速し、安全・安心・安定の
確保と成長を目指します。

メガソーラー
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専務執行役員 
機械カンパニープレジデント

岡田 德久

2020年3月期の事業戦略

成形機事業
　国内市場は自動車軽量化ニーズの高まりを
受けて老朽機の更新や能力増強計画が増加し
た一方、北米市場では自動車販売減少の影響を
受けて新規設備投資には一服感が見られます。

新中期経営計画の方針

●   自動車軽量化ニーズに対応した製品開発と市場開拓（ダイカストマシン、押出プレス）

●   事業統合に伴う、グローバルでの事業の一体運営と海外拡販の強化（射出成形機）

●   環境貢献・資源リサイクル新市場への参入（産業機械）

●   海外サービス拠点のさらなるサービス・サポート力の強化（機械サービス）

2025年のありたい姿の実現を目指し、
経営基盤の強化に積極的に取り組みます。

● 成形機（ダイカストマシン、押出プレス、射出成形機）
● 産業機械、橋梁
● 機械サービス
● 製鋼品
● 制御基板

また、中国市場は米中貿易摩擦の影響により、
堅調であった自動車部品製造設備の投資計
画見直しや納期延期の動きが一部で生じてい
ます。
　2019年度は例年に比べて多くの受注残を確
保していることから、これらを確実に出荷するた
めの生産効率の改善に取り組みます。
　ダイカストマシンにおいては、自動車軽量化
ニーズに応えるべく次世代製品の開発を進め
ます。押出プレスは、大幅な省エネ性能を達成
した新製品の拡販を開始します。
　また、射出成形機においては、海外現地顧
客向けグローバル戦略機と現有機の性能を向
上させた新シリーズ機の開発を推し進め、効率
的なグローバル最適生産体制を構築し拡販を
図ります。

産機事業
　国内市場は価格競争が激しくなるとともに、
大型設備投資がピークを過ぎました。また、海

射出成形機

価値創造と持続的な成長に向けた取り組み

機械カンパニーの事業戦略

主要製品・事業
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ESG（環境保全や社会への貢献）関連の取り組み
●  機械カンパニー各社では環境保全に貢献する製品開発に注力するとともに、既存設備への活用を行うサービスの提供に取り
組んでいます。

●  当カンパニーのグループ会社である（株）宇部スチールでは、製造工程において産業廃棄物や医療廃棄物の完全溶融処理を
行っています。

SWOT分析

● 自動車や電力、セメント、製鉄等の基幹産業に多数の納入実績があり、
お客様より高く評価されている

● 国内外の多くの拠点を軸に、開発からアフターサービスまで、すべてに
わたりお客様のニーズに応えることができる

●  大型の加工設備と熟練した技術・技能者が揃っている

強み

機会

● 個別受注生産型の事業特性からICT技術の利活用において遅れを
とっている

　対策：ICT活用推進プロジェクトを立ち上げ、商品開発と生産効率の向
上に取り組んでいる

弱み

● 欧米中および新興国メーカーの台頭による競争激化が進む
　対策：新商品開発、海外拠点の拡充とサービス・サポート力を強化し、

顧客満足度の向上を推進する

● 原材料の高騰と部品の長納期化による製品の競争力低下が懸念される
　対策：全社活動によるコストダウン、新規ベンダー開拓と生産性の向

上で打開する

脅威
● 対象市場のグローバル化により、お客様のニーズ・ご要望が多様化し
ている

● グローバルで、迅速に対処できるサービス・サポート体制が必須と
なっている

● 自動車軽量化および環境貢献・資源リサイクル分野に資する技術
ニーズが高まっている

外市場は中国の過剰設備、新興国の原油安・資
源安に起因した新規設備投資意欲の減退など
により減速の傾向にあります。
　2019年度は、受注済みの国内電力大型案件
の生産工程および原価管理に注力するととも
に、UBEグループの持つ燃焼、粉砕、マテリアル
ハンドリング技術の強みを活かした環境貢献・
資源リサイクル新市場への参入を狙った新製
品開発を進めます。また、ライセンスビジネスに
も注力します。

機械サービス事業
　機械サービス事業は、さまざまな要因に影響
を受けやすい機械製品事業に対し、安定した収
益を生み出せる「大きな柱」です。近年では競合
企業もサービス事業の強化を掲げており、さら
なる強化が必要な状況にあります。
　2019年度は海外サービス拠点のサービス
とサポート力をさらに強化します。具体的には、
拠点の統合・拡充を進め、サービス員の育成・

増強を行うことで、サー
ビス体制を充実させ、さらに部品
のストックを増やすことで、タイム
リーな対応を行えるようにします。

製鋼事業
　原材料、副資材、電力価格高騰の
影響を受けて、厳しい事業環境にあります。
　2019年度もこうした事業環境は継続すると
考えられることから、資材調達と生産効率の改
善に引き続き取り組むと同時に、事業環境に対
応した最適生産体制の構築と産業廃棄物リサ
イクル事業を拡大し収益改善に努めます。

橋梁

37



（1）国内外の法令と遵守すべき国際的な規範やガイドラインに則り、人権尊重を実践し、健全で公正な企業活動を
     行います。
（2）社会の要請に沿ったコーポレート・ガバナンスを追求し、収益の継続的な拡大と企業価値の向上を図ります。
（3）安全と品質を確保し、環境に配慮した製品を提供します。
（4）事業活動における環境負荷の低減や資源の有効活用に努め、地球環境の保全に取り組みます。
（5）すべてのステークホルダーに対し、適切な情報開示を行い、社会との円滑なコミュニケーションを推進します。
（6）良き企業市民として、国内外で社会貢献活動を推進し、地域の発展に寄与します。

UBEグループのCSR活動についての詳細は、以下のウェブサイトをご覧ください。

https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/csr/

120年を超えて受け継がれてきたUBE創業の精神「共存同栄」。UBEグループのあらゆる営

みはこの精神を原点としています。そして、コーポレート・ガバナンス、環境保全、社会貢献な

どの活動を通じて、共存同栄の輪をステークホルダーとともにグローバルに広げていくこと

が、企業価値の向上、持続的な成長、社会との共生につながっていくと考えています。

CSR基本指針

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

社会の一員としての基本的な考え方

UBEグループは、創業の精
神と経営理念に基づき、事
業を通じて社会の持続的発
展に貢献するため、企業の
社会的責任(CSR)を果たし
ます。

ステーク
ホルダー UBEの使命 主なエンゲージメントの機会

顧客 安全、高品質かつ社会に役立つ製品、サービス
を適正価格で提供、顧客ニーズへの迅速な対応

営業活動を通じたコミュニケーション、各種情報
提供（UBEグループウェブサイト、製品カタログ）

取引先 公平・公正な取引 購買活動を通じたコミュニケーション

社員 安定的な雇用、適正な評価と給与、人材育成、適
正な労働時間管理、ワークライフバランス支援

会社概況説明会、中央労使協議会、各種研修、
相談・通報窓口、社内報、イントラネット

地域・社会・
行政

安定的かつ公正な雇用、適正な納税、地域・社
会への貢献・対話

地域対話、地域コミュニケーション誌「翼」、チャ
リティーコンサート、産学連携

株主・投資家 企業価値の持続的向上、適時・適正な情報開示、
安定的かつ適正な配当および自己株式取得も
含めた株主還元

IR活動（決算説明会、投資家説明会・工場見学会
など）、株主総会、各種情報提供（UBEグループ
ウェブサイト、統合報告書、ビジネスレポート）

UBEグループでは、社会と
の共生を実現していくため
にはステークホルダーとの
エンゲージメントの機会が
重要と考えており、右記の５
つの活動を積極的に推進し
ています。

ステークホルダーとの
関わり

共存同栄

適正な情報開示、
株主還元（配当など）

環境維持、
雇用創出、納税、
地域・社会への貢献

安全・高品質な
製品および

ソリューションの提供

株主

顧客

取引先

社員

地域社会

公平・公正な取引

給与、働きがい、成長、
ワークライフバランス、
適正な労働環境

持続的成長・企業価値の向上・社会との共生
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価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

コーポレート・ガバナンス対談

UBEは、2019年6月27日開催の株主総会において可決された定款変更により、組織形態
を監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。取締役会長の山本謙と、
監査等委員会委員長である社外取締役で商法研究者の落合誠一が、監査等委員会設置会
社への移行の理由やそれによってもたらされる変化などについて意見を交わしました。

監査等委員会設置会社の特徴(監査役会設置
会社、指名委員会等設置会社との違い)をご説
明ください。

落合取締役： 監査役会設置会社の取締役会
は、すべての重要な業務執行を自ら決定する
必要があります。そうしますと、経営の意思決
定にどうしても精力が集中し、その結果、業務
執行の監督については必ずしも十分でない場
合が生じやすい。それを是正すべく、会社法
は、指名委員会等設置会社と監査等委員会設
置会社という２つの組織形態を用意しました。
指名委員会等設置会社は、いわゆるモニタリ
ングモデルを可能にするもので、経営は、経営
者に任せて、取締役会は経営の監督機能に重
点を置くというものです。監査等委員会設置
会社は、監査役会設置会社と指名委員会等設
置会社の中間的な形態で、取締役会は、経営
の監督に軸足を移しつつも、指名委員会等設

置会社に比べると、法定の指名委員会、報酬委
員会がない分、監査役会設置会社から移行し
やすい形態です。上場会社の相当数がこの形
態に移行していますが、指名委員会等設置会
社はまだまだ少数派です。

●

山本会長： 指名委員会等設置会社は基本的に
欧米のスタイルです。執行側とその監督側とを
明確に分けることで、企業が迅速に成長し企業
価値を高めていくという組織形態です。日本も
その形態を目指し、指名委員会等設置会社が導
入されたと理解していますが、残念ながら、日本
ではモニタリングする側の社外の取締役人材
不足もあり、なかなか採用が広がりませんでし
た。その後、監査役会設置会社と指名委員会等
設置会社の中間にあたる監査等委員会設置会
社という制度が法律で定められたことから、企
業価値向上を志向する組織形態に移行しやす
くなったと認識しています。

監査等委員会設置会社へ移行し、
全社員が前向きなマインドを持ち向上していくことで、
UBEグループのさらなる成長を目指します。

右
落合 誠一
社外取締役
監査等委員会委員長

左
山本 謙
取締役会長
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により、グローバル化が進展し変化も激しい時代
の中で、重要な経営の意思決定も、いちいち取
締役会を開催して決定する必要がなくなり、経営
者に任せますから、経営者、すなわち、代表取締
役・業務執行取締役は、事業環境に適応した迅
速果敢な経営が可能となり、企業価値の向上を
図る経営に専念することができます。このよう
に、経営を行うのは経営者であることが明確にな
り、他方、取締役会は経営者の監督、すなわち、経
営者が経営計画を達成できたか、できない場合
にはその要因は自責かコントロール外かなどを
議論して、経営者が行った経営全体のパフォーマ
ンスを評価することになります。

経営者に委任する重要な業務執行の決定範囲
をどのようにお考えですか。

山本会長： 監査等委員会設置会社に移行した
場合、執行側に委任すべき議案とはどのような
ものか、すでに議論を重ねながら監査等委員会
設置会社への移行を決めた訳ですから、ある程
度はすぐに権限移譲ができます。また、特に重
要な業務執行の決定については、従来から、執
行側は、取締役会に中間報告を行い、取締役会
の意見を踏まえて最終的な決定に向け検討す
るという方法をとっています。この方法を継続
していけば、取締役会は、これを前提に後は任
せる、という形での権限移譲が可能になります
し、執行側もそれに沿って迅速に進めていくこ
とができます。

●

落合取締役： 取締役会がその意思決定を経営者
に権限移譲した事項でも、経営者として社外取
締役を含めた第三者の意見を聞くのが適当であ
ると判断した場合には、取締役会に状況を説明
し意見を聞くことができます。それに、いったん
委譲した事項でもそれを取締役会に戻すことも
できますし、また会社の実情に合わせて漸進的
に権限を委譲することもできますので、そういう
柔軟な「移譲」でいくのが良いと思います。

取締役会は、経営の監督へと軸足を移していく
ことになりますが、それによって会社はどう変
わっていきますか。

山本会長： 監査等委員会設置会社では、取締役
会は、重要な業務執行の決定を経営者に権限

意思決定が迅速化することにより、
成長率の向上が期待できます。

監査等委員会設置会社に移行する理由、移行
の目的などを教えてください。

山本会長： 2014年の会社法改正で監査等委員
会設置会社が導入された時から、我々はこの制
度にはどういうメリットや問題があるのか、導入
する場合はどのような形態が良いか、などにつ
いて議論をしてきました。以前からUBEは社外
取締役の人数も多く、取締役会でも自由闊達に
議論でき、執行側もこれに基づいた対応をしよ
うとする風土がありました。そのため、ガバナン

スはしっかり機能しており、あえて監査等委員
会設置会社に移行する必要性は低いという意
見もありました。しかし、監査役会設置会社では
すべての重要な業務執行の決定を取締役会が
行うため、経営の機動性という点で課題がある
ことから、監査等委員会設置会社に移行したい
という意識が取締役の間で高まってきました。
また、昨年は品質検査上の不適切行為が判明
し、監査役会設置会社型のガバナンス体制では
不十分ではないかという反省もありました。さ
らに、社長交代、３カンパニー制への再編、新し
い中期経営計画のスタートなど、今年は節目の
年となることからも監査等委員会設置会社に移
行しようと決断しました。

●

落合取締役： 経営者は、重要な業務執行の決定
について取締役会からの権限移譲を受けること
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移譲する範囲を柔軟に決めることができます。
この新しい組織形態を利用して、執行側が自分
たちで自律的に向上していくように方向づけし
ていくことが、取締役会の役割となります。執行
側は、多くの権限委譲を受ける方が経営の柔軟
性が生まれ意思決定も迅速になりますが、その
ためには、きちんとした経営を行い、成果を着実
に出していることを取締役会に説明する必要が
あります。

●

落合取締役： 取締役会は、UBEグループの実情
を慎重に見極め、適正な範囲での権限委譲を行
うことが重要ですが、同時に執行側も、どのくら
いの経営の自由度があれば経営者としての責
任を果たせるのかという意見を取締役会で積
極的に言っていただき、十分に議論していく必
要があります。つまり、新しい組織形態の完成
形を目指して双方で進んでいくことになるので
はないでしょうか。

●

山本会長： 意思決定が迅速化することにより、
成長率の向上が期待できると考えています。目
指す目標は変わらないとしても、経営のスピー
ドが上がるということは、結果が早く見えてきま
すので、結果を予想し、素早く次の手を打つこと
ができます。

監査等委員会設置会社への移行に伴い、監査
はどのように変わるのでしょうか。また、その際
に必要となる内部統制システムの有効性をい
かにして向上させていくのですか。

山本会長： 従来は監査部門の現場での往査に
加え、監査役も自らの視点で現場を往査し要改
善点を指摘していたのですが、今後はこの役割
を執行側が自律的に行い、問題がないことを監
査等委員会に示していくことが求められます。
今回の監査等委員会設置会社への移行とほぼ
同じタイミングで組織変更を行い、監査部担当
の執行役員を置いて内部統制を強化し、執行側
からもガバナンスを向上させる仕組みにしてい
ます。

●

落合取締役： しっかりとした内部統制システムの
構築と運用が、経営者の責任として今後さらに重
要になってきます。今回、監査部担当の執行役員
が選任され、内部統制システムの強化が図られ

ると期待できますので、他社と比較しても遜色の
ないもの、さらには抜き出るものになるように、
経営陣である執行側にはさらに一層頑張ってい
ただきたいと思います。これからはこの内部統制
システムに依拠しながら、監査等委員会はその
内部統制システムが順調に機能しているかどう
かをチェックするという形に変わっていきます。
また、監査等委員は、監査役とは異なり、議決権
を持つ取締役会のメンバーですから、取締役会
の監督機能の向上にも有用となり、したがって、
ここが大きな変更点だと思います。

最後に、現在の経営状況についてお聞かせくだ
さい。

山本会長： 経営理念を刷新しました。監査等委
員会設置会社へ移行しました。経営陣が変わ
りました。各カンパニーが機動性を高めかつ守
りも強化すべく、３カンパニー制に組織変更し
ました。新しい中期経営計画もスタートしまし
た。全社員が前向きなマインドを持ち向上し
ていくことで、UBEグループのさらなる成長を
目指します。

●

落合取締役： まさに大きな変革の方向に舵を
切ったところですので、その船の行き先に幸あ
れと私自身も心から期待しています。また、中
長期的な企業価値をさらに実現する力がUBE
グループにはあると信じています。

監査等委員は議決権を持つ取締役会のメンバーで
すから、取締役会の監査機能の向上にも有効です。
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価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

コーポレート・ガバナンス

組織形態 監査等委員会設置会社

取締役会議長（注）  山本 謙

取締役(監査等委員である者を除く)人数（注） 6名（うち2名が社外取締役）

監査等委員である取締役人数（注） 3名（うち2名が社外取締役）

独立役員の選任（注） 社外取締役4名

各取締役の報酬などの決定 ● 基本報酬、株式報酬型ストックオプションで構成

● 2018年度の報酬総額（社外役員を除く5名）：
  253百万円（固定報酬116百万円、業績連動報酬136百万円）

各監査役の報酬などの決定 ● 基本報酬で構成

● 2018年度の報酬総額（社外役員を除く2名）：
  57百万円（固定報酬57百万円）

（2018年度の監査役会設置会社における実績です）

社外役員（独立役員） ● 基本報酬で構成

● 2018年度の報酬総額（6名）：68百万円（基本報酬68百万円）

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人

コーポレート・ガバナンスの概要

（注）2019年6月27日現在

コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方 
　UBEグループは、グループ全体の持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上を図ること
を、その基本的使命としています。UBEは、
2019年6月27日開催の定時株主総会の決議
により、監査役会設置会社から監査等委員会設

コーポレート・ガバナンスと内部統制の概要

取締役会 監査等委員会

会計監査人

会長

陪席

選任・解任

選任・解任

指示

委任 報告

監査

監査

監査等

監査

指示/連携

報告

報告

指揮/チェック/監査 監査

指示/報告

連携

報告

選任・解任

株主総会

取締役（監査等委員である者を除く） 監査等委員である取締役

代表取締役社長

内部統制部門（注） 監査部

経営会議

指名委員会（任意）

報酬委員会（任意）

化学カンパニー

グループ会社

管理
建設資材カンパニー

グループ会社

機械カンパニー

グループ会社

本社部門

グループ会社

管理 管理 管理

置会社に移行しました。今後、経営における「監
督機能」と「業務執行機能」をより明確に分離し、
取締役会による業務執行の監督機能を強化す
るとともに、重要な業務執行の決定を代表取締
役社長に委任することで業務執行の迅速化を
図るなど、コーポレート・ガバナンスの実効性を
高めることにより、適正な事業活動を持続的に

（注）内部統制部門
● 実務委員会（コンプライアンス、規制貨物、情報セキュリティ、危機対応）　● 本社内部統制部署
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営み、株主をはじめ顧客、取引先、社員、地域社
会などのすべてのステークホルダーに対する責
務を果たし、その信認を得ることが重要である
と考えています。

取締役会
　取締役会は、原則として執行役員を兼任しな
い取締役が議長を務めることとし、法令、定款お
よび取締役会規程に則り、経営の基本方針およ
び経営上の重要事項について意思決定をすると
ともに、各取締役・執行役員の業務遂行の妥当
性・効率性を監督しています。また、監査等委員
会設置会社として、監督機能を強化するととも
に、重要な業務執行の決定を代表取締役社長に
委任することで業務執行の迅速化を図ります。

監査等委員会
　監査等委員会は、取締役の職務の執行の監
査ならびに取締役(監査等委員である者を除く)
の指名および報酬について株主総会において意
見陳述を行うことをその職務としています。監査
等業務は年度ごとに設定される監査等方針およ
び監査等計画に基づいて実施され、監査等委員
である取締役は、重要な意思決定の過程および
業務の執行状況を把握するため、取締役会のほ
か重要な会議に出席し意見を述べるとともに、
重要な決裁書類を閲覧し、取締役(監査等委員で
ある者を除く)、執行役員および使用人からの業
務報告の聴取を行います。また、監査等委員会

氏名 2018年度における取締役会、監査役会への出席状況

取締役 竹下 道夫 取締役会 13回/13回 (100%)

山本 謙 取締役会 13回/13回 (100%)

杉下 秀幸 取締役会 3回/3回 (100%) 2018年6月28日 退任

松波 正 取締役会 13回/13回 (100%)

泉原 雅人 取締役会 10回/10回 (100%) 2018年6月28日 就任

社外取締役 草間 高志 取締役会 12回/13回 (92.3%)

照井 惠光 取締役会 12回/13回 (92.3%)

庄田 隆 取締役会 13回/13回 (100%)

蔭山 真人 取締役会 13回/13回 (100%)

監査役 久保田 隆昌 取締役会 13回/13回 (100%) 監査役会 6回/6回 (100%)

山元 篤 取締役会 13回/13回 (100%) 監査役会 6回/6回 (100%)

社外監査役 落合 誠一 取締役会 13回/13回 (100%) 監査役会 6回/6回 (100%)

須田 美矢子 取締役会 13回/13回 (100%) 監査役会 6回/6回 (100%)

取締役、監査役の取締役会、監査役会への出席状況

は、代表取締役社長と定期的に経営方針の確認
および重要課題等について意見交換を行い、取
締役（監査等委員である者を除く）の人事および
その報酬についての監督を行うため、取締役会
の下部組織である指名委員会および報酬委員
会に陪席することができます。社外取締役2名
を含む3名の監査等委員である取締役で構成さ
れ、委員長は社外取締役が務めています。

監査等委員会：  落合誠一 （委員長、社外取締役）
 庄田隆　 （社外取締役）
 山元篤　 （社内取締役）

社外取締役
　意思決定および経営監視に独立した第三者の
視点を加え、経営の効率性・透明性・客観性を確
保するために、2005年6月より社外取締役を招
聘しています。さらに、取締役会の下部組織とし
て、任意の「指名委員会」と「報酬委員会」を設置
しており、それぞれ2名の社外取締役(監査等委
員である者を除く)と非業務執行社内取締役(取
締役会長)の計3名より構成され、委員長は社外
取締役が務めています。

指名委員会：  照井惠光 （委員長、社外取締役）
 東哲郎　 （社外取締役）
 山本謙　 （取締役会長）

報酬委員会：  東哲郎　 （委員長、社外取締役）
 照井惠光 （社外取締役）
 山本謙　 （取締役会長）
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庄田 隆
社外取締役
監査等委員

山元 篤
取締役
監査等委員

小山 誠
代表取締役 

山本 謙
取締役会長

落合 誠一
社外取締役
監査等委員

取締役会の実効性評価(注）

　UBEは、取締役会の実効性の評価につい
て、定期的に、社外取締役、社外監査役および
非業務執行社内取締役（取締役会長）で構成

する取締役会実効性評価会議を開催し、取締
役・監査役による取締役会に対する自己評価
（アンケートの実施等）を踏まえて議論を行っ
ています。取締役会は、その議論の報告を受
けて、取締役会の実効性の評価を行っていま
す。その結果、2019年6月開催の取締役会に
おいて、2018年度の取締役会については、当
社取締役会の構成、運営は適正であり積極的
な議論・審議が行われているとの評価が得ら

（注）  監査等委員会設置会社への移行以前の監査役会設置会社で
あった2018年度における実効性評価についての実績です。
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照井 惠光
社外取締役

東 哲郎
社外取締役

泉原 雅人
代表取締役社長
CEO

藤井 正幸
取締役 
CFO

れ、取締役会の実効性は確保されていると判
断しました。
　今後、監査等委員会設置会社への移行を踏
まえ、取締役会の監督機能の強化により企業
価値の向上を図るため、①代表取締役社長に
対する重要な業務執行の決定に関する委任範
囲の拡大、②経営の監督に資する報告のあり
方の検討と段階的な実施、③中長期経営計画
に対する業務執行状況のモニタリング、④リス
ク管理システムを活用した体系的リスクマネ
ジメントの網羅性と妥当性のモニタリング、

⑤内部統制システムの実効性の強化とそのモ
ニタリングを課題と考え、今後改善に努めてい
きます。

役員報酬
　UBEは、2019年4月1日付で役員報酬制度
を改定しました。2018年度および2019年度
の報酬額は旧制度を基に決定され、新制度は
2020年度以降の報酬額の決定から反映される
こととなります。
　新制度の概要は次のとおりですが、旧制度
からの主な変更点は、業績連動報酬の多岐に
わたる指標を簡略化してわかりやすさを高め
たことと、業績連動報酬部分の比率を引き上
げたことです。
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社外取締役

東 哲郎
1977年
東京エレクトロン（株）入社

1990年
東京エレクトロン（株）取締役

1996年
東京エレクトロン（株）
代表取締役社長

2003年
東京エレクトロン（株）
代表取締役会長

2012年
当社社外取締役
（2014年退任）

2013年
東京エレクトロン（株）
代表取締役会長兼社長ＣＥＯ

2018年
（株）セブン&アイ・
ホールディングス
社外取締役（現）

2019年
野村不動産
ホールディングス（株）
社外取締役（現）

当社社外取締役（現）

社外取締役

照井 惠光
1979年
通商産業省入省
（現 経済産業省）

2008年
経済産業省大臣官房
技術総括審議官

2011年
経済産業省
関東経済産業局長

2012年
経済産業省
地域経済産業審議官

2013年
NPO法人テレメータリング
推進協議会理事長（現）

2014年
当社社外取締役（現）

2016年
（株）ブリヂストン
社外取締役（現）

オルガノ（株）
社外取締役（現）

監査等委員である
社外取締役

落合 誠一
1981年
成蹊大学法学部教授

1990年
東京大学大学院
法学政治学研究科・法学部
教授

2007年
中央大学法科大学院教授
第一東京弁護士会登録
東京大学名誉教授（現）

2012年
日本電信電話（株）
社外監査役
明治安田生命保険(相）
社外取締役（現）

2013年
当社社外監査役

2019年
当社社外取締役監査等委員
（現）

監査等委員である
社外取締役

庄田 隆
1972年
三共（株）入社

2001年
三共（株）取締役

2003年
三共（株）代表取締役社長

2005年
第一三共（株）
代表取締役社長兼CEO

2010年
第一三共（株）
代表取締役会長

2014年
第一三共（株）相談役

2015年
当社社外取締役

2017年
大東建託（株）社外取締役
（現）

2019年
当社社外取締役監査等委員
（現）

社外取締役

A: 役員報酬の算定方法

(a) 取締役（監査等委員である者および社外取
締役を除く）および執行役員の報酬は、①基
本報酬（役位別固定報酬）、②年次インセン
ティブ（全社業績連動報酬および年次個人
業績目標達成評価報酬）、③長期インセン
ティブ（中長期個人業績目標達成評価報酬
および株式報酬型ストックオプション）で構
成されています。

(b) 構成割合は、概ね基本報酬50%、年次イン
センティブ30%、長期インセンティブ20%
となるように設計されています。なお、社長、
会長はその他の役員に比べ、基本報酬の比
率を低く、年次インセンティブの比率を高く
設定しています。

(c) 監査等委員である取締役および社外取締役
は、基本報酬のみで固定額としています。

(d) 役員報酬の水準については、常に外部調査
機関による役員報酬調査データを参照し、
当社と規模や業種の類似する大手製造業の

水準を比較し、その客観的妥当性を確認し
ています。

B: 役員報酬の決定手続き

　取締役会の下部組織であり委員長および過
半数を社外取締役で構成する報酬委員会にて
取締役（監査等委員である者を除く）および執
行役員の個人別報酬を審議します。その審議結
果は取締役会に提案・報告され、取締役会にて
決定します。監査等委員である取締役の個別報
酬額は、監査等委員の協議により決定すること
になります。

C: 2018年度の状況

　旧制度に基づく2018年度における報酬等の
額は以下のとおりです。
　なお、UBEは2019年6月27日の定時株主総
会の承認を経て、監査等委員会設置会社へ移行
しており、本報告書提出日現在において監査役
を選任していません。
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取締役 山本 謙

代表取締役 泉原 雅人

代表取締役 小山 誠

藤井 正幸

照井 惠光 （社外・独立）

東 哲郎 （社外・独立）

監査等委員 山元 篤

監査等委員 落合 誠一 （社外・独立）

監査等委員 庄田 隆 （社外・独立）

執行役員 社長執行役員 泉原 雅人

専務執行役員 岡田 德久

小山 誠

常務執行役員 野嶋 正彦

久次 幸夫

玉田 英生

古賀 源二

藤井 正幸

西田 祐樹

上席執行役員 相川 誠

西田 宏 

三浦 英恒

伊藤 芳明

花本 雄三

横尾 尚昭

大田 正芳

永田 啓一

執行役員 末廣 正朗

ブルーノ・ドゥ・ビエブル

大内 茂

小野 光雄

峯石 俊幸

宮内 浩典

ワチャラ・パタナニニランドン

小島 弘昭

舩山 陽一

取締役・監査等委員・執行役員（2019年6月27日現在）

役員区分

報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別総額
（百万円）

対象となる
役員の員数
（名）固定報酬

業績連動
報酬

取締役 253 116 136 5

監査役 57 57 ̶ 2

社外取締役 48 48 ̶ 4

社外監査役 20 20 ̶ 2

執行役員
　UBEでは経営における「監督機能」と「業務執
行機能」の分離を目的として、執行役員制度を
2001年6月より採用しています。執行役員は、
代表取締役社長から権限移譲を受けて、取締役
会が決定する経営方針に基づき、業務を遂行し
ています。

株主総会および議決権行使の状況
　UBEでは、株主総会日の3週間前に招集通知
を発送していますが、より早く株主の皆様に情
報をお知らせするため、招集通知発送前にその
内容をUBEグループウェブサイトに掲載してい
ます。議決権の行使については、株主総会に出
席できない株主の方々も議決権行使が行える
よう、郵送に加え、インターネットや携帯電話に
よる方法を提供しています。また、機関投資家
向けに「議決権電子行使プラットフォーム」を採
用しています。
　2018年6月28日に開催した株主総会で議決
権行使をした株主数は15,340名（うち書面と
インターネットを通じて議決権行使された株主
数は14,412名）で、議決権行使率は77.1%で
した。

株主・投資家との関わり　
IR活動を通じた双方向コミュニケーション
　UBEグループのIR活動は適時・適切で公正
な情報開示を目指しています。また、投資家と
のコミュニケーション・対話を積極的に行う
ことで、企業価値向上につなげていきます。
2018年度に実施した主なIR活動は、次のとお
りです。
● 機関投資家・証券アナリスト向け決算発表会
（本決算後）
● 機関投資家・証券アナリスト向け電話会議
（四半期ごと、計４回）
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● 海外IR（海外投資家を個別訪問、ヨーロッパ・
アメリカ・アジアの計3回）

● 社長によるスモールミーティング（4回）
● 機関投資家・証券アナリストとの個別面談
（約200件）
　IR活動の詳細については、UBE
グループウェブサイトの「投資家
情報」をご覧ください。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/ir/

内部統制
　UBEグループは、内部統制システム構築の基
本方針に関し、取締役会において決議しています。
　取締役会における決議内容については、UBE
グループウェブサイトの「内部統
制システム構築の基本方針」を
ご覧ください。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/corporate/
management/internalcontrol.html

コンプライアンス確保の取り組み
　UBEグループおよびその構成員すべての基
本的な行動基準であり道しるべとして「私達の
行動指針」を制定し、企業活動および役員・社員
がとるべきコンプライアンス実践の基準・規範
としています。
　体制面では、UBEグループのコンプライア
ンス統括責任者としてコンプライアンス・オ
フィサーを置き、その諮問機関として顧問弁護
士を加えた「コンプライアンス推進委員会」を
設置しており、同委員会内に、市場における公
正で自由な競争を損なう行為を防止し、企業活
動の健全性を確保するための「競争法遵守部
会」を設けています。また、国際平和や安全維
持のために輸出管理法規において規制されて
いる貨物・技術を不正に輸出・提供しないこと
をグループ内に周知徹底するため、「規制貨物
等輸出管理委員会」を設置しています。
　その他、コンプライアンスに関する問題を迅
速に察知・是正するため、職制ルートによらず
役員・社員などが直接通報できる内部通報窓口
（UBE C-Line）を設けるなど、体制と仕組みの
整備・強化に努めています。さらに、コンプラ
イアンスに関する情報提供やeラーニング、集
合研修などを毎年継続的に実施しており、啓
発・教育にも注力しています。

　2018年度は、独占禁止法、下請法、不正競争
防止法などについて集合研修による法令教育
を開催しました。また、各事業所にコンプライア
ンス一般教育を行う講師を養成し、職場に根ざ
した研修を実施しています。研修は３年を１サイ
クルとして行われ、2015～2017年度は累計で
約10,800名が受講しています。2018～2020
年度の初年度にあたる2018年度は約1,700
名が受講しました。

購買基本方針に則った購買活動の徹底
（サプライチェーンマネジメント）
　UBEグループは公正・公平な取引関係の構築
に努めています。購買活動は、UBEグループウェ
ブサイト「購買情報」に公開している購買基本方
針「公平・公正な取引」「取引先選定における客
観的評価」「法令の遵守・機密保持」「グリーン購
入」「CSR調達」に従って行っています。
　購買活動については、 UBEグ
ループウェブサイトの「購買情
報」をご覧ください。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/koubai/

CSR調達への取り組み
　UBEグループは、人権尊重、反社会的勢力排
除等の法令・社会規範の遵守、環境への配慮等
を盛り込んだ方針「CSR調達」および「CSR調達
ガイドライン」を策定し、サプライチェーン全体
のレベルアップを目指したCSR調達を推進して
います。
　2018年度は、資材、工事、包装材料・燃料油
の購買金額9割をカバーする主要取引先277
社の第3回調査を実施しました。

品質問題への取り組み
　UBEグループは、昨年判明した「品質検査上
の不適切行為」を真摯に反省するとともに、再発
防止策を策定し、実行しています。また、再発防
止活動と並行して、お客様との取り決めと実際
の作業内容との細部にわたる突き合わせなど、
品質システムの改善・適正化を継続しています。
この中で修正が必要な事案は、改訂した対応規
程に基づき、お客様と協力して適切に対応を進
めています。今後とも継続して再発防止策を確
実に実行し、UBEグループにおけるガバナンス
の向上と品質管理体制の一層の強化を図るとと
もに、関係各位の信頼回復に努めていきます。

48



2018年度
2019年度
以降

再発防止策
上期 下期

Ⅰ. 取締役会のガバナンス強化

取締役会へ適時報告 進捗状況と有効性を評価、
必要な指示を与えグループ品質保証体制を強化 適宜報告

Ⅱ. 経営陣の意識改革

1) グループ経営方針の策定 品質経営を明確に盛り込んだ経営方針策定 継続して周知

2) 継続的なトップメッセージの発信 品質のトップダウン経営を明確化、社内外へ発信 継続して周知

3) 社外専門家による役員への教育 意識改革および品質に対する理解深化をテーマとした
品質研修（上期・下期）開催

レベルアップ研修
を継続開催

Ⅲ. 風土改革・意識改革

1) グループ経営方針の周知、
「私達の行動指針」の改定と教育 行動指針の改定ワーキング

グループの設置、審議

「私達の行動指針」改定

継続して周知グループ経営方針に沿い、
グループ品質指針策定

2)コンプライアンス意識向上  品質情報を盛り込み内容を充実化させ、
全社コンプライアンス研修

継続して周知
 労働協約・就業規則へ
処分規定を追記

3) 品質啓発活動  品質啓発活動の企画、実施
継続して品質
意識の醸成  品質スローガン募集・掲示

（品質月間）

4) 品質教育体系の整備と実施  　職位・職種に応じ実務に即した教育計画策定
継続して教育

 実務教育実施　　　

5) 人材の計画的育成  品質業務を担う人材確保のための人事施策策定 施策実施
ローテーション

Ⅳ.組織再編・制度見直し

1) グループ品質統括責任者（役員）
の配置、品質統括部の新設

担当役員配置、
品質統括部新設

確実な運用2)グループ品質委員会の設立 　委員会の設計　　　　　　開催　　 　　開催　　 　　開催

　　グループ品質管理体系規程策定　　　　　管理体系運用　

3) 組織体制の見直し 品質管理と品質保証の機能分離、
カンパニー長直下に品質保証統括部署設置 運営状況の確認

と継続的改善
4)目標管理の有効性の向上 品質マネジメントシステム再構築とその運用

5) 品質に関わる監査の強化 外部コンサルタント指導のもと、
品質統括部監査の設計

監査規程策定
品質統括部監査

監査計画作成

6) 通報・連絡体制の整備 品質問題発生時の連絡規程策定、
通報体制整備 運用  継続して実施

7)グループ会社の統制 所管カンパニーの品質保証統括部署によるグループ会社の
品質運営状況の把握、管理監督の強化  統制強化

Ⅴ. 基盤強化

1) 品質に関わる経営資源の投入を
確実に行うための対応

経営資源の妥当性評価に
関わる規程策定、現状調査

品質部門の増員、
質の強化および再配置

ローテーション
人材育成

2) 人の関与を排した
品質システムへの移行

検査結果のオンライン取込等の
必要な品質システム調査、検討

 設備投資計画策定、
一部実行  計画実行
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人事制度
　UBEでは、社員に期待する役割を明確にし、
個人の努力や成果が公平に評価される人事制
度を導入しています。これによって、社員一人ひ
とりが自身のすべきことを理解し、やりがい・働
きがいをもって仕事に取り組むことができる職
場づくりを目指しています。

人材育成
　UBEの幅広い事業やグローバル化が進む環
境で活躍できる人材を育成するため、（1）OJT
（On the Job Training）、（2）OFF-JT（集合
研修など）、（3）自己啓発支援制度を充実させる
とともに、UBEで働く人すべてが職務を通じて
それぞれの能力を十分に発揮できるよう支援
体制を整えています。具体的には、社員のキャ
リア開発を支援するため、毎年作成している
「キャリア開発シート」を基に、自己の今後のキャ
リアのあり方について上司と面談する機会を設
けています。また、幅広い視野を持ち、専門性
の幅を広げるためにジョブローテーションを実
施しています。集合研修を中心とするOFF-JTに
ついても、外部環境の変化を反映しつつ、事業
ごとの特性や部門ニーズに対応した研修を強化
しています。

人権尊重
　UBEグループの「私達の行動指針」では、個
人の人格、個性など個人の尊厳を尊重し、相互
理解に努め、不当な差別をしないことを定め
ています。また、人権教育推進委員会を設置
し、役員研修、事業所別研修、階層別研修の機

会やeラーニングを活用して人権教育を行っ
ています。UBEグループ全社員が人権につい
て正しい理解と認識を持ち、あらゆる事業活
動において一人ひとりが人間として尊重され
るよう取り組んでいます。

UBEの主なワークライフバランス関連制度の利用状況
（2018年度）
関連制度 内容 取得人数など

出生休暇 配偶者が出産の場合、4日間
の休暇（有給）を取得できる

92名
（取得率80.0%）

育児休職 子が満1歳になる前日まで休
職できる（一定の事由に該当
する場合は2歳まで） 

72名
（うち男性69名）

休職開始日より7日間は有給

介護休職 家族を介護するために休職で
きる（通算365日まで） 0名

子の
看護休暇

小学校3年生までの子を看護
するために取得できる（該当す
る子が1名であれば年間5日ま
で、2名以上は年間10日まで）

4名
（うち男性1名）

短時間
勤務

小学校3年生までの子の養
育、家族の介護、病気、通学等
の理由により希望する社員
は、1日2時間を限度として勤
務時間を短縮できる

25名
（うち男性1名）

求める人材像

期待する
役割

能力評価

「働き方改革」への取り組み
　「働き方改革」は重要な経営課題の一つです。
生産性の高い働き方を実現するため、全社で仕
事の進め方を見直すとともに、各社員の能力向
上を図っていきます。柔軟な働き方ができる制
度と環境を整備し、ワークライフバランスが実
現できる職場づくりを目指します。

社員 会社
ビジョンの確立

自律と自己責任

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

64% 67%
78%

74%70%

有給休暇取得率

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

人　材

UBEグループでは、人材は価値創造とグループの持続的な成長を支えるうえで最も重要
な資産であると考えています。そのために人材育成に力を入れるとともに、すべての社員
が充実した人生を歩めるよう制度の整備にも努めています。
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ダイバーシティ（人材の多様化）への取り組み
　UBEは、ダイバーシティを重要な経営戦略の
一つと位置づけ、多様な個性と価値観を尊重し、
創造性とチャレンジ精神に富んだ企業風土づく
りに取り組んでいます。
　また、将来の労働人口減少と事業環境の変化
を見据え、多様な人材の安定的な雇用に努めて
います。
　経歴、国籍、性別などにかかわらず、幅広い分
野において人材を募集・採用するとともに、職場
で社員一人ひとりがその能力を活かし、活躍でき
る環境づくりを目指しています。

採用の状況 名 （　）内は女性の採用者数  　  
（年度） 2016 2017 2018
新卒採用者数（総合職） 42（9） 46（10） 37（9）
新卒採用者数（基幹職） 43（5） 63 （9） 30（2）
キャリア採用者数 34（2） 12 （1） 57（3）
障がい者採用者数 2（0） 2 （1） 2（0）
外国人採用者数 1（1） 2 （2） 1（1）

入社3年以内の離職率
2014年4月入社 4%
2015年4月入社 3%
2016年4月入社 6%

外国人人材の活用
　グローバル化が進む中、異なる価値観や異文
化での経験を活用するため、海外UBEグループ
との人材交流を拡大するとともに、日本国内に
おいても外国人を毎年採用しています。

シニア人材の活用
　定年を迎えた社員を再雇用し、管理職または
シニア社員として、その経験とスキルを活かし
て意欲的に働けるよう環境整備を進めていま
す。2018年度は定年退職者の90.7%が再雇
用され、UBEグループ内で活躍しています。

障がい者雇用
　UBEグループでは、障がい者雇用に積極的
に取り組んでいます。「UBEグループ障がい者
雇用支援ネットワーク」を組織し、障がい者雇用
を推進するため1991年に設立した特例子会社
㈲リベルタス興産が蓄積したノウハウを活用し
て、グループ全体で障がい者の雇用推進を図っ
ています。

障がい者雇用研修会

千葉工場で点検状況を確認する女性社員

女性の活躍推進
　2019年3月末現在、社員の女性比率は7.5%
（前年度7.3%）、管理職の女性比率は2.4%（前
年度1.5%）です。女性活躍推進法に基づいて
策定した2019年度から3カ年の行動計画では
以下の3つの目標を掲げ、より柔軟な働き方の
実現と、女性の採用と活躍の場の拡大に取り組
んでいきます。
(1) 年次有給休暇取得率を80%以上とする。
(2) 男性社員の育児休業取得率を70%以上と
する。

(3) 総合職新卒採用における女性比率を計画期
間内平均で2割以上とする。

　女性比率の増加に合わせて、工場や海外で活
躍する社員も増えており、貴重な戦力として各
職場で欠かせない存在になっています。

2014 2015 2016 2017 2018

2.392.442.41

2.18
2.08

（年度）

法定雇用率 2.0

法定雇用率 2.2
（2018年度より）

障がい者雇用率
(%)
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「第11回宇部興産グループ チャリティーコンサート」（宇部市渡辺翁記念会館）

第15回宇部地区のRC対話集会

第12回千葉地区のRC地域対話

UBEグループは、ＣＳＲの原点である「共存同栄」の精神と経営理念に基づき、社会との円
滑なコミュニケーションは企業活動を行ううえで不可欠であるという認識のもと、地域の
発展につながるさまざまな社会貢献に取り組んでいます。

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

社会との共生

用語解説
※   レスポンシブル・ケア（RC）：化学物質を扱う企業が化学物質の開発から製造、物流、使用、最終消費を経て廃棄・リサイクルに至る全過程において、自主的に「環境・安全・健康」
を確保し、活動の成果を公表して社会との対話･コミュニケーションを行う活動。

レスポンシブル・ケア（RC）※

地域対話と対話集会
　UBEの化学工場は、山口西地区、堺･泉北地
区、千葉地区において、一般社団法人日本化学
工業協会(日化協) RC委員会の地区会員となっ
ています。日化協の会員企業は、環境保全、保安
防災、労働安全などのRC活動の取り組みについ
て、地域住民と相互理解を深めるため、各地区で
2年ごとに地域対話を開催しています。2018年
度は千葉地区で第12回RC地域対話を開催し、
会員企業が1年間の活動の取組状況を説明した
後、「企業の環境保全と保安防災」について地域
住民と意見交換しました。また、千葉県防災危
機管理部消防課から「大規模災害時における千
葉県の対応」についてご講演いただきました。

　UBEの生産本拠地である宇部市では産・官・
学・民交流の貴重な場を毎年設けるため、山口
西地区の地域対話がない年度については、宇部
地区RC対話集会を開催しています。2018年度
は11月に第15回の対話集会を開催し、宇部市
の会員企業の活動を説明するとともに、「化学物
質の管理」と「廃棄物のゼロエミッション」につい
て参加者と意見交換しました。また、日化協RC
推進部から「”レスポンシブル・ケア(RC)活動”と
そのコミュニケーション活動について」、宇部市
市民環境部環境政策課から「宇部市の環境への
取り組み」についてご講演いただきました。
　地域との共存、企業と地域の発展のために、
今後も地域の皆様との対話を重視しながらRC
活動を継続していきます。

日本における文化・芸術支援
　UBEは、（公財）宇部興産学術振興財団と（公
財）渡辺翁記念文化協会の活動趣旨に賛同し、
一定の寄付と人的支援を行っています。また
2008年より、地域の音楽文化の向上と次世代
育成への貢献を目的に日本フィルハーモニー交
響楽団を山口県宇部市に招聘し、「宇部興産グ
ループ チャリティーコンサート」を開催、これに
合わせて病院での「ふれあいコンサート」を行っ
ています。
　なお、本公演の入場料収入は、中学校への楽
器寄贈や地元の音楽関係諸団体にその全額を
寄付しています。
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カオチャマオ・カオウォン国立公園でのダム建設参加者たち50周年記念行事の締めくくりに開かれたフラメンコ歌手、エス
トレージャ・モレンテさんのコンサート

休業無災害記録4,000万時間を記念した社員への贈呈品カブロラクタム工場創業開始50周年を記念した「グットケミス
トリーとの対話」と題する討論会

海外における社会との共生： スペイン
UBE Corporation Europe, S.A. Unipersonal 
(UCE)

　2018年度はカプロラクタム工場（カステジョ
ン市）の操業開始５０周年にあたり、さまざまな
記念行事を実施しました。また、ボランティアグ
ループの活動の幅を大きく広げました。
　50周年記念行事としては、６月に「グッドケミス
トリーとの対話」と題する討論会を開催し、カス
テジョン大学学長、バレンシア自治州首相、UBE
会長、UCE社長が化学分野の未来について語り
合いました。11月には、カステジョン港の広場で
開催された「Hafuフェスティバル」において子供
向けワークショップなどの出展を行いました。さ
らに、カステジョン市の関連５団体より35名を招
待し、工場見学バスツアーを実施しました。そし
て、記念行事の締めくくりとして、フラメンコ歌
手のエストレージャ・モレンテさんの無料コン
サートを開催しました。
　ボランティア推進グループは、植林キャンペー
ンの開催をはじめ、国際トレイルコース支援、玩
具収集キャンペーン支援、第3回がん撲滅チャリ
ティマラソン大会支援、赤十字救護倉庫訪問な
どのボランティア活動を行いました。

海外における社会との共生： タイ
タイUBEグループ（注）

　タイのUBEグループでは、「社会的責任を果
たす良き企業市民であり続けること」をCSR活
動の指針として、「労働安全衛生の徹底」「環境保
護 」「 コンプライアンス遵守 」「 地域社会とのコ
ミュニケーション」の4つを柱に活動を展開して
います。
　2018年12月には、安全・衛生に対する日常
の心がけと取り組みにより、休業無災害記録
4,000万時間を達成。記録達成の記念として、
社員に自主的な健康管理を促すため、血圧計を
配布しました。また、2014年より地域の自然環
境を守るための継続的な活動を行っています。
第4回目の活動としては、2019年2月16、17日
にラヨーン県のカオチャマオ・カオウォン国立公
園で野生生物の生息環境を改善する目的でダ
ム建設を行いました。
　今後も、活動指針に沿った取り組みを積極的
に行い、より良い企業市民を目指します。
（注）  UBE Chemicals (Asia) Public Company Limited 

THAI SYNTHETIC RUBBERS COMPANY LIMITED 
UBE Fine Chemicals (Asia) Co., Ltd. 
UBE Technical Center (Asia) Limited 
RAYONG FERTILIZER TRADING CO.,LTD. 
UBE (Thailand) Co., Ltd.
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RC活動計画と実績
2018年度の活動計画と活動
実績は「統合報告書2019資
料編（環境安全）」のP1‒2に掲
載しています。

環境安全施策
　労働安全衛生、保安防災、環境保全について継続的改善を図るため、PDCAサイクルに沿ったRC※活
動を全事業分野で実施しています。

環境安全推進体制
　CEO(社長)を議長とした「経営会議」におい
て、環境安全（労働安全衛生、保安防災、環境保
全）に関する方針や施策を審議・決定していま
す。また、「経営会議」と並列する「高圧ガス保
安委員会」において、高圧ガス保安法で定める
「保安対策本部等」として高圧ガス認定事業所
の保安管理に関わる重要事項を審議・決定し
ています。

　UBEは、環境安全施策において重点的に取り組む項目を「UBE環境安全基本指針」として定め、事
業所ならびに、その協力会社が実施する活動に反映させています。

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

環境安全マネジメント

UBEグループは、人々の生活に役立つ製品･サービスを提供し、持続可能な成長を図るために、環境
の保全と安全･健康の確保を事業活動における重要課題と考えています。

● 化学カンパニー環境安全部
● 建設資材カンパニー環境安全部
● 機械カンパニー/
   宇部興産機械（株）環境安全室

保安管理システムの本社監査
検査管理組織の本社監査

事務局
環境安全部

事務局
環境安全部

経営会議(環境安全)　議長：CEO(社長)

高圧ガス保安委員会　委員長：CEO(社長)

用語解説
※ レスポンシブル・ケア（RC）：P52の用語解説を参照。

策定したスケジュー
ルに沿って、各カン
パニーおよび事業
所が主体的に活動
を展開

事業所

「経営会議」で全社施策を審議・決定。各カンパニーが
全社施策を基に年間の活動目標やスケジュールを策定

指摘された課題について改善取組を実施。
取組状況を次年度施策に反映

活動状況は監査・査察でチェックし、課題を指摘

1年間のRC活動
PDCAサイクル

Plan 
施策審議・決定

Check
チェック

Act
見直し

Do
実施

P

C

A D

環境安全に関する会議・委員会体制
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Pointing 
and Calling

2014 2015 2016 2017 2018

77

5

3
4

7

3

8

12

8

(   死亡災害件数)
（件）

（年度）

UBEグループ社員
UBEグループ協力会社

休業災害件数

2014 2015 2016 2017 2018

0.41 0.24 0.18 0.30
0.19

0.76
0.81 0.81 0.900.880.95

1.23

2.42

1.21

2.17

1.06
1.06 1.15 1.02 1.201.18

0.78 0.68 0.72 0.77

（年度）

UBEグループ社員
UBEグループ協力会社

セメント・同製品製造業
化学工業
製造業

（厚生労働省統計）

UBEグループ（国内）死亡・休業災害件数

UBEグループの労働災害度数率

　UBEグループは設備事故ゼロを目指した、安
全・安心な設備の確保と操業のための保安活
動、そして、大地震が発生した場合の被害を最小
に抑えるための地震対策活動を行っています。
２０１８年度は「設備事故ゼロ化にむけたリスク低
減」「高圧ガス認定事業所の保安力向上」および
「地震、津波対策」を重点実施項目として取り組
みました。
　「設備事故ゼロ化にむけたリスク低減」では、
リスクを網羅的に抽出することを主眼とし、従業
員の教育に注力するとともに、社内外の事故事

労働災害防止活動 

安全文化の醸成
　従来から実施している安全活動の網羅性や有
効性を高めるために、2016年度より「安全文化
の醸成」の取り組みを開始しました。安全文化の
構成要素は「組織統率」、「積極関与」、「資源管
理」、「作業管理」、「動機づけ」、「学習伝承」、「危
険認識」、「相互理解」の8項目としています。従
来からの活動を各項目に当てはめ、不足してい
る活動の強化や集中と徹底を推進し、自己評価
と監査により継続的な改善を図っています。

重大災害の撲滅
　UBEグループはこれまでもさまざまな労働災
害防止のための活動を行ってきましたが、２０１８
年度からは「重大災害の撲滅」を重点項目とする
活動を始めました。重大災害に発展する可能性
が高い「墜落・転落」、「挟まれ・巻き込まれ」、「有
害物等との接触」作業のリスクアセスメントを実
施しています。抽出されたリスクについて計画
的なリスク低減対策の実行、および本質安全化
を進めています。
　また、すべての休業災害、不休災害について、
原因調査と対策を実施するとともに、対策実施
後に有効性を確認し、水平展開することで類似
事故の防止に努めています。

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

保安防災/労働安全衛生

保安防災

労働安全衛生

例の横展開、ヒヤリハット提案、新たな技術知見
の活用等に努めています。また抽出されたリス
クに対して、抜本対策を計画的にとることで、事
故の起こり得ない事業所の構築に努めていま
す。「高圧ガス認定事業所の保安力向上」では、
特定非営利活動法人「保安力向上センター」に
よる評価を定期的に受審し、評価結果を踏まえ
た継続的な保安力向上活動を進めています。
「地震、津波対策」では、万が一に備えた実行計
画を策定し確実に遂行することで対応レベルの
向上を図っています。また、石油化学工業協会
（石化協）が作成した「産業保安に関する行動計
画」への対応も推進しています。
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工場別の排出データ
SOx、NOx、ばいじん、COD、
全リン、全窒素について、工場
別の排出量を「統合報告書
2019資料編（環境安全）」の
P6に掲載しています。

水資源の利用状況
水源別の水資源投入量の
内訳は、「統合報告書2019
資料編（環境安全）」のP8に
掲載しています。

NOX

GHG
SOX

CO2

　環境保全については、行政との協定値や自
主管理基準を遵守するべく、工場の安定操業
に日夜努めるとともに、大気や水域への汚
染・汚濁物質の排出管理を徹底しています。
また、継続的な環境負荷低減活動を推進して
います。水資源の有効利用のため各工場では

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

環境保全

水使用量と排出水量も管理しています。
　さらに環境経営の取り組みとして、地球温
暖化対策の推進、産業廃棄物の削減・有効利
用、化学物質の排出抑制など、循環型社会の
形成に貢献する事業活動を引き続き進めてい
きます。

環境保全データの対象範囲：宇部興産株式会社および環境パフォーマンスの対象グループ会社※5

　社会の持続可能な発展のために環境課題に
取り組むこと、その成果を公表してステーク
ホルダーの皆様の信頼を醸成することが、
UBEグループの持続的な成長にとって重要と
考えています。

環境パフォーマンス

UBEグループにおける環境負荷の全体像（2014～2018年度）

用語解説
※1 SOｘ：燃料に含まれる硫黄に由来する硫黄酸化物。ボイラーが主な発生源。
※2 NOx：燃料を空気で燃焼させる時に発生する窒素酸化物。ボイラー、セメントキルンが主な発生源。
※3 ＰRTR法(Pollutant Release and Transfer Register): 事業所から排出・移動した化学物質の量などを把握し、行政に届け
出することを義務づけた法律。届け出された情報は環境省のウェブサイトに公開される。情報の公開を通して、自主的な化学
物質の管理の改善を促進することを目的として制定された。

※4 COD：有機物による水質汚濁の指標。有機物を化学的に酸化する時に消費される酸素量。
※5 環境パフォーマンスの対象グループ会社：「統合報告書2019資料編（環境安全）」のP10を参照。

UBEグループの事業活動（製造）

インプット

2014 2015 2016 2017 2018

大気排出 GHG（万t-CO2e） 1,230 1,260 1,230 1,230 1,200

SOx※1（t） 3,010 2,850 3,000 2,840 2,870

NOx※2（t） 16,280 15,910 14,860 14,970 16,170

ばいじん（t） 462 409 393 341 356

PRTR法※3対象物質（t） 166 173 179 204 252

土壌排出 PRTR法対象物質（t） 0 0 0 0

水域排出 排出水量（百万m3） 172 164 156 162 147

COD※4（t） 779 737 724 747 642

全リン（t） 17 12 10 11 9

全窒素（t） 591 554 500 519 468

PRTR法対象物質（t） 100 98 122 119 97

廃棄物排出 外部最終処分量（t） 11,000 7,190 6,130 5,190 4,970

リサイクル量（t） 379,210 417,020 421,290 386,640 370,450

2014 2015 2016 2017 2018

総エネルギー投入量 原油換算量（千kl） 2,382 2,634 2,543 2,536 2,488

総物質投入量（千t） 16,990 16,810 16,210 16,360 16,380

水資源投入量 水使用量（百万m3） 209 212 204 209 198

アウトプット
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生物多様性

生物多様性民間参画パートナーシップ
　UBEは、一般社団法人日本経済団体連合会
（経団連）が制定した「日本経団連生物多様性
宣言」に賛同し、「生物多様性民間参画パート
ナーシップ」へ参加しています。

森林保護への取り組み
　2018年度も山口県
美祢農林事務所主催の
「第11回水を守る森林
づくり体験活動」にUBE
グループの社員107名
が参加し、約2ヘクター
ルの森林で間伐や竹林
伐採を行いました。

地球環境問題

地球環境問題への取組方針
　温室効果ガス（GHG）排出量の削減、環境負
荷低減に貢献する技術・製品の創出と拡大に
より、自然との調和を図る持続可能な社会の
発展に貢献します。

中期経営計画： 資源・エネルギー・地球環境問
題への「対応」と「貢献」
　下記の３つの大きな方針のもとに取り組み
ます。

（1）2021年度目標の確実な達成と2030年を意
識した新たな長期目標の策定

 　2021年度UBEグループのGHG削減目標：
国内UBEグループおよび海外主要事業所か
らのGHG排出量を2021年度までに15％
（2005年度比）削減する。

（2）サプライチェーン全体での環境負荷低減
 　エネルギー使用量削減・廃棄物利用拡大
によるGHG排出量の削減

（3）環境負荷低減に貢献する新たな製品・技術
の創出・拡大

 　2021年度までに売上高比率30％以上を
目指す。

温室効果ガス削減に向けた取り組み

環境負荷低減に貢献する製品・技術の創出・拡大の状況

UBEグループGHG排出量削減目標の達成状況

議事： 国内外・業界の動向共有、
　　  UBEグループの取り組み・目標立案 など
事務局： 環境安全部、地球温暖化対策推進グループ
メンバー： ３カンパニー（化学、建設資材、機械）
　　　　 本社部門（経営企画部、財務・IR部、
　　　　 CSR・総務部、物流部）

議事： 国内外、業界の動向紹介、
　　  事業所の省エネ取り組みの紹介 など
事務局： 環境安全部、地球温暖化対策推進グループ
メンバー： UBEグループ各事業所

● グループ地球環境保全推進委員会

● 地球温暖化対策会議
● 本社役員会議（審議）
● 経営会議（決議）

地球温暖化対策に関する体制図

地球環境問題/
生物多様性

「第11回水を守る森林づく
り体験活動」

スコープ別排出量（2018年度実績）

（%）
2021年度までに売上高比率30%以上を目指す

2021年度までに2005年度比
‒15%

（万t-CO2e/y）
GHG排出量

2005

1,300

1,100

0 20162015 2017 2018（年度）

1,420

1,260
1,230 1,230 1,200

2014

30

15

0 20162015 2017 2018（年度）

24 24 25
2727

スコープ１
1,125 万t-CO2e/y 

スコープ２
75 万t-CO2e/y 

スコープ３
1,555 万t-CO2e/y 
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3,340,000t

　セメント工場では、セメント原料(マテリアルリ
サイクル)や熱エネルギー代替（サーマルリサイ
クル）などとして、多種多様な廃棄物・副産物を
利用しています。セメントキルンは1,450℃と
いう高温で焼成するため、通常の焼却炉では処
理できない物質も分解・無害化され、また大量
処理が可能です。さらに、焼却された灰も、セメ
ント原料の一つである粘土の代替として取り込
まれるため、最終処分場を必要としません。

　2018年度にUBEのセメント3工場で有効利用
した廃棄物・副産物は334万トンで、そのうちの
296万トンをUBEグループ以外から受け入れ、
循環型社会の形成に大きく貢献しています。（注）

　また、将来的に発生の増加が見込まれる廃石
膏ボードのリサイクルを2017年度から開始す
るなど、セメント原料化以外の用途も含めた新
規事業の開拓にも着手しています。UBEは、今
後もさまざまな廃棄物に対応する取り組みを強
化して、リサイクル事業の充実・拡大を図ってい
きます。

用語解説
※RDF（Refuse Derived Fuel）：廃プラスチック、木屑、家庭ゴミを圧縮処理し固形燃料化したもの。

（注）  「廃棄物・副産物の使用量」の推移は、P11「非財務ハイライ
ト」に掲載しています。

資源の
有効利用

セメント工場の資源リサイクル

セメント製造時の
廃棄物の利用フロー（概要）
万t/y
（2018年度実績）

セメントの
主原料

セメント工場
（3工場）

石灰石類、粘土類、
硅石類、鉄原料

原料ミル キルン 仕上げ
ミル

製品
サイロ

石炭灰 119
汚泥   46
鉱さい   40
その他   17

● 原材料系 222

凡例：
● 原材料系
● 熱エネルギー代替
● 副産物

家庭・オフィス

● 廃プラ

下水処理場
● 下水汚泥

● 建設発生土 ● 木屑

建設現場

● 肉骨粉

● 焼却灰 ● 前処理灰
● フライアッシュ
● 石炭灰● 副産石膏

● 高炉スラグ
● 鉱さい

● 廃油、廃液
● 汚泥、製紙スラッジ

その他産業界

● シュレッダーダスト

製鉄所

各種セメント

RDF※製造設備
● RDF

焼却灰
中間処理施設

ゴミ焼却
施設

石炭
火力発電所

廃プラスチック
RDF※

再生油 他 

● 熱エネルギー代替 30

副産石膏 22
高炉スラグなど 60

● 副産物 82

743万t

セメント

生産量

廃棄物・副産物使用量 334万t

万t
万t

万t
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PRTR個別物質
PRTR法対象物質のうち、排出
量上位10物質について、排出
量、移動量などのデータを「統
合報告書2019資料編（環境
安全）」のP7に掲載しています。

(%)

20142000 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018 20142010 2015 2016 2017 2018

20142010 2015 2016 2017 2018

(%)

（t/y）

（t/y）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（千 t/y）

（t/y）

78 81 84

66

7,190 6,130 5,190

85

4,970

32,570

11,000

産業廃棄物の外部最終処分量 　廃棄物削減比率

UBE
グループ会社　　

UBE
グループ会社　　

廃棄物リサイクル率

379
417 421 387 370

68 69
74 70 72

産業廃棄物のリサイクル量

PRTR法対象物質排出量

301 323 349
266 271

488

大気への排出　
水域への排出

742 792

641 653
723

1,085

VOC排出量

産業廃棄物の削減/
化学物質の排出抑制

産業廃棄物の削減状況
　経団連の｢循環型社会形成自主行動計画｣で
は、産業廃棄物の最終処分量について「2020年
度に2000年度実績比70％程度削減を目指す」
としています。UBEグループは、産業界が進め
る循環型社会の形成に向け、産業廃棄物のリサ
イクルや最終処分量の削減を推進しています。

産業廃棄物のリサイクル
　化学工場、自家発電所、機械工場などから多
様な産業廃棄物が発生しますが、それらの多く
を、セメント工場をはじめとするグループ内でリ
サイクルしています。

産業廃棄物の最終処分量
　2018年度の外部最終処分量は、2000年度
比85％の削減でした。2019年度以降、引き続
き削減に向けた取り組みを継続していきます。

用語解説 
※1 VOC（Volatile Organic Compounds）:揮発性を有し、大気中で気体となる有機化合物の総称。浮遊粒子状物質および光化学オキシダントの生成原因となる。
※2 ＰRTR法:P56の用語解説を参照。
※3 自主選定した２０種類の化学物質:「統合報告書2019資料編（環境安全）」のP2を参照。

化学物質の排出抑制
　事業者の柔軟で効果的な対策を促すため、
国は法規制だけでなく自主的取組を通した
化学物質の排出抑制を進めています。揮発性
有機化合物(VOC)※1抑制の産業界の取り組み
やPRTR※2法に基づく情報公開制度などが、そ
の自主的取組を促進する仕組みです。
　UBEグループでは、ＶOCやＰＲＴＲ法対象
物質の中から、排出量の多い20種類の化学物
質※3を全社の重点物質に選定し、排出削減を進
めています。

VOC排出の抑制
　ＵＢＥグループは2018年度のVOC排出量を
2010年度比で33％削減しました。

PRTR法対象物質の削減
　ＵＢＥグループではPRTR法対象の462物質
のうち、６８物質を取り扱っています（2018年
度）。これらの排出量を2010年度比で２８％削
減しました。

59



UBEでは、日本を含む世界各国の化学品規制
法令遵守、商流における化学品管理の徹底、自
社化学品の安全性情報の積極的な開示などに
取り組むことによって、健康・安全・環境に配
慮した化学物質管理を推進しています。

化学品規制法令遵守
　化学品規制法令対応のICT化を積極的に推
進し、SDS（安全データシート）※1作成支援シ
ステム、自社開発の化学品安全性情報、法規制
情報総合管理データベースU-CHRIP（ユーク
リップ）などの各種システムを運用し、国内外
法規制遵守体制を築いています。これらによ
り、法令遵守における手作業対応、属人化を極
力排除することを目指しています。
　また、電気・電子機器、自動車などの業界を
中心に進められているグリーン調達※2の実現
に向けて、原材料などの素材を提供する立場
から含有有害物質管理を推進し、積極的に対
応しています。

化学品管理の徹底
　サプライチェーン全体において化学製品を安
全に使用していただくために、欧米やアジア各
国の法令に準拠した現地語版SDS・製品ラベル
を全製品についてお客様に提供するとともに、
主要製品のSDSをウェブサイトで公開していま
す。また、試験研究用途についても積極的に安
全性情報を提供し、大学や研究機関における安
全な研究開発環境の確保に取り組んでいます。
　営業・技術担当者は、SDSデータベースを通
して製品の危険有害性情報や取り扱い・廃棄に
関する情報を把握し、お客様へ適切に伝達する
よう努めています。

安全性情報の積極的な開示
　UBEでは、これまでに国際化学工業協会協議
会（ICCA）や国内の化学品安全点検プログラム
に賛同し、自社化学製品の安全性情報の収集と
発信に積極的に取り組んできました。2011年
度からは日化協が推進する化学物質の自主的
なリスク管理活動に参加しており、ハザード情
報※3の収集・発信、リスク評価の取り組みを進
めています。
　また、ICCAの「ヒトの健康や環境に及ぼす化
学物質の影響」に関する長期自主研究活動につ
いても積極的に援助しており、大学などの研究
機関で行われる新規リスク評価手法の開発や
小児・高齢者への化学物質の安全性研究など
を支援しています。

物流安全
　化学物質輸送における安全確保のため、輸送
上の万一の事故時に運送会社やドライバーが
適切に使用できるよう情報の整備を進め、物流
事故防止と物流品質改善を推進しています。

SDS

SDSSDS

U-CHRIP

価値創造と持続的な成長を支える基盤：ESG

製品安全/品質保証

製品安全性への取り組み

用語解説
※1 SDS：メーカーが化学物質および化学物質を含んだ製品を提供する際に公布する、化学物質の危険有害性情報を記載した文書。
※2 グリーン調達：製品を製造するために必要な原材や部品、製造設備などを環境負荷の少ないものを優先的に選んで調達すること。
※3 ハザード情報：化学物質が持つ潜在的な危険性情報。

製品安全への
取り組み

U-CHRIP: UBE-CHemical Regulation Information Platform

登録情報
● 各国登録情報

安全性情報
● 安全性試験報告書
● 登録文書

アクセス権情報
当局通知など
● 通知書
● 登記証
● 許可証

権限管理

Web
インターフェイス

製品安全担当者・
営業担当者他

U -CHRIP
全社系
データベース
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品質方針
各カンパニーの品質方針は
「統合報告書2019資料編（環
境安全）」のP9に掲載してい
ます。

UBEグループは、化学、医薬、建設資材そして
機械など幅広い事業を国内外で展開してい
ます。
お客様のご要望に応え、安全で安心な製品を安
定供給するため、各々の事業に沿った品質保証
の取り組みをカンパニーごとに進めています。
また、担当役員のもと、品質統括部がカンパニー
品質保証業務を統括し、コーポレートとしての
内部統制を確立しています。

● 化学カンパニー

再発防止策の着実な実施で信頼を回復
　化学カンパニーは、３つの事業部と国内4工場
で個別に運用していた品質マネジメントシステ
ム(QMS)を一つに統合し、2016年度からカンパ
ニーQMSの運用を開始しました。2018年度の
品質検査に係る不適切事案の対応として、再発
防止策の立案と実施を行いました。経営陣や社
員の意識を変え、組織体制の変更や検査員の増
員を行い、社内ルールの見直しを実施しました。
今後はこれらを着実に運用し、継続的改善に取り
組み、ステークホルダーの皆様の信頼を回復し
ていきます。ISO9001:2015の認証について、
一時停止範囲の停止は2018年10月に解除さ
れ、取り消しとなった千葉地区関連範囲(千葉石
油化学工場ならびに宇部丸善ポリエチレン)の認
証は2019年7月に再取得しました。
　2019年度から医薬事業部も化学カンパニー
に編入されていますが、医薬特有の要求事項を
満たすため、従来から独自に構築しているPQS※

を継続し、医薬品品質方針にコミットしていき
ます。
　今後もUBEならではの顧客価値創出を追求
し、全社員が品質保証に対する高い意識を持
ち、継続的改善に努めていきます。

● 建設資材カンパニー

安全で安心な製品の継続的な提供
　建設資材カンパニーは、多くのグループ会社
を持ち、セメント・資源リサイクル・エネルギー
事業のほか、生コン、マグネシア・カルシア、建
材製品等の社会インフラと生活の基盤を支え
るさまざまな製品を国内外で展開しています。
　これらの品質保証および製品安全をカンパ
ニー直轄の品質保証部が統括し、“安全で安心
な製品の提供”を継続していくため、“お客様目
線でのモノづくり”を追求しています。
　また、品質不適切行為の再発防止策として、
カンパニー品質委員会を通じてカンパニー品
質施策を全部門・グループ会社に周知し、その
進捗管理と推進を行っています。さらに、カン
パニーの事業所とグループ会社に対して品質・
製品安全監査を行い、品質・製品安全体制およ
びその運用が適切であるかを確認しています。
このような活動を通じて品質・製品安全体制の
継続的改善に取り組み、お客様と社会の信頼に
応えていきます。

● 機械カンパニー

お客様の満足と信頼が得られる製品とサービ
スを継続的に提供
　機械カンパニーは、お客様の立場に立ち、多
種多様な製品開発を行い、成形機、産機、橋梁
など多岐にわたる製品とサービスを国内外へ
提供しています。技術革新に挑戦しながら、お
客様の満足と信頼が得られる安全、安心な製
品とサービスを継続して提供します。また、事
業活動に関わる規制、規格を遵守維持するた
めの人材育成に励み、品質マネジメントシステ
ムの継続的改善を図っています。

品質保証 ISO9001AS9100

QMS IATF16949

用語解説
※ PQS(Pharmaceutical Quality System)：医薬品品質システム。
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事業状況
（百万円）

（百万円）

セグメント別売上高

（連結会計年度） 化学（注１） （化成品・樹脂）（機能品・ファイン） 医薬 建設資材 機械（注2） エネルギー・環境 その他 調整額

2009 ̶ 165,098 60,374 9,994 188,396 81,750 54,155 19,096 (29,307)

2010 ̶ 204,516 68,777 8,853 200,470 83,433 59,145 26,852 (35,984)

2011 ̶ 231,026 64,368 11,186 209,155 72,575 62,518 25,911 (38,086)

2012 ̶ 219,368 61,111 11,452 208,364 71,310 68,769 25,294 (39,646)

2013 ̶ 230,585 63,160 9,706 223,513 75,511 59,073 28,816 (39,854)

2014 ̶ 215,419 63,288 7,819 222,419 78,956 66,771 33,242 (46,155)

2015 266,736 ̶ ̶ 9,280 237,343 73,435 69,066 16,792 (30,902)

2016 258,364 ̶ ̶ 10,975 227,236 71,668 59,782 12,520 (23,982)

2017 305,432 ̶ ̶ 10,213 238,854 90,140 71,361 4,797 (25,223)

2018 314,984 ̶ ̶ 10,129 250,250 97,264 75,853 4,935 (23,258)

（連結会計年度） 売上高 売上原価
販売費及び
一般管理費 営業利益 営業外損益 経常利益 特別損益

税金等調整前
当期純利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

2009 549,556 448,328 73,633 27,595 (8,600) 18,995 (3,403) 15,592 8,217 

2010 616,062 494,046 77,653 44,363 (5,263) 39,100 (10,353) 28,747 17,267 

2011 638,653 512,447 80,200 46,006 (5,198) 40,808 (3,213) 37,595 22,969 

2012 626,022 517,769 78,291 29,962 (1,917) 28,045 (12,203) 15,842 8,265 

2013 650,510 546,340 79,757 24,413 (5,722) 18,691 975 19,666 12,623 

2014 641,759 538,983 78,629 24,147 (919) 23,228 (4,737) 18,491 14,649 

2015 641,750 519,960 80,382 41,408 (1,788) 39,620 (11,967) 27,653 19,111 

2016 616,563 500,642 80,961 34,960 (1,612) 33,348 (415) 32,933 24,185 

2017 695,574 560,100 85,224 50,250 478 50,728 (5,728) 45,000 31,680 

2018 730,157 600,301 85,305 44,551 3,302 47,853 (3,175) 44,678 32,499

（注1）2015年4月1日より、従来の化成品・樹脂セグメントと機能品・ファインセグメントを統合し、化学セグメントとしました。
（注2）2016年4月1日より、機械・金属成形セグメントは機械セグメントに名称変更しています。

財務セクション

10年間の要約財務情報
宇部興産株式会社および連結子会社
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（注3）2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っています。
（注4）ROA（総資産事業利益率）＝（営業利益＋受取利息･受取配当金＋持分法による投資損益）／総資産（期中平均）
（注5）ROE（自己資本利益率）＝親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本（期中平均）
（注6）会計基準の変更に伴い2017年度の財政状態を組み替えて表示しています。

（百万円） 

総資産 負債および純資産

（連結会計年度） 流動資産 有形固定資産 投資その他の資産 資産合計 流動負債 固定負債 （非支配株主持分） 純資産

2009 261,587 324,732 68,474 654,793 246,473 206,130 23,033 202,190 

2010 281,701 313,945 65,866 661,512 249,701 200,362 24,048 211,449 

2011 284,417 313,949 66,599 664,965 267,391 173,167 24,472 224,407 

2012 287,399 323,717 74,768 685,884 250,936 184,195 34,736 250,753 

2013 296,538 332,416 71,761 700,715 257,958 177,402 23,077 265,355 

2014 282,816 347,438 81,292 711,546 239,500 182,436 25,718 289,610 

2015 276,925 323,800 79,058 679,783 233,256 156,905 22,463 289,622 

2016 295,041 331,443 82,895 709,379 245,828 153,150 23,179 310,401 

2017（注6） 316,876 334,262 91,307 742,445 253,098 152,486 20,837 336,861 

2018 315,699 331,316 93,271 740,286 226,063 159,671 24,406 354,552 

1株当たり情報（注3）（円） その他の情報

（連結会計年度） 当期純利益 配当金 純資産

売上高
営業利益率
（%）

ROA（注4）
（%）

ROE（注5）
（%）

発行済
株式総数（注3）
（千株）

連結
子会社数
（社）

株主数
（名）

従業員数
（名）

2009 8.17 4.00 177.88 5.0 4.4 4.7 1,009,165 67 59,232 11,108

2010 17.18 5.00 186.02 7.2 7.2 9.4 1,009,165 66 57,537 11,026

2011 22.85 5.00 198.41 7.2 7.2 11.9 1,009,165 67 55,407 11,081

2012 8.22 5.00 214.35 4.8 4.8 4.0 1,009,165 67 57,243 11,090

2013 12.16 5.00 228.51 3.8 3.6 5.5 1,062,001 65 58,873 11,225

2014 13.85 5.00 248.89 3.8 3.8 5.8 1,062,001 71 64,449 10,702

2015 18.06 5.00 251.90 6.5 6.5 7.2 1,062,001 68 52,977 10,764

2016 22.85 6.00 270.76 5.7 5.5 8.7 1,062,001 70 51,769 10,928

2017 301.65 75.00 3,002.86 7.2 7.6 10.5 106,200 70 56,754 10,799

2018 312.36 80.00 3,261.23 6.1 6.9 10.1 106,200 71 54,748 11,010 

財政状態

その他
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売上高

会社名 事業内容 国名 通貨 
2016
年度

2017
年度

2018
年度

UBE Corporation Europe, 
S.A. Unipersonal

カプロラクタム、硫安、ナイロン、ファイン製品の
製造・販売 スペイン 百万EUR 314.6 332.2 382.9

UBE Chemicals (Asia) 
Public Company Limited カプロラクタム、硫安、ナイロンの製造・販売 タイ 億THB 116 126 133

THAI SYNTHETIC RUBBERS 
COMPANY LIMITED ポリブタジエンゴムの製造・販売 タイ 億THB 43 47 46

UBE Fine Chemicals 
(Asia) Co.,Ltd.

1,6‒ヘキサンジオール、1,5‒ペンタンジオールの
製造・販売 タイ 億THB 9 11 11

宇部アンモニア工業有限会社 アンモニアおよび工業ガス類の製造・販売 日本 億円 137 137 160
宇部フィルム株式会社 プラスチックフィルム製品の製造・販売 日本 億円 95 97 98
宇部エクシモ株式会社 ポリプロピレンの成形品、繊維、FRP製品の製造・販売 日本 億円 127 133 135
宇部マテリアルズ株式会社 マグネシアクリンカー、生石灰、消石灰などの製造・販売 日本 億円 441 455 499
宇部興産海運株式会社 内航海運、港湾運送、コンテナ、産業廃棄物収集運搬業 日本 億円 206 188 187
宇部建設資材販売株式会社 セメント・生コンクリートなど建設資材の販売 日本 億円 559 596 638
三信通商株式会社 セメント・生コンクリートなど建設資材の販売 日本 億円 174 230 236
株式会社関東宇部
ホールディングス（他子会社4社）生コンクリートの製造・販売 日本 億円 127 148 130

宇部興産建材株式会社 各種建材製品の製造・販売および施工 日本 億円 ̶ ̶ 106
宇部興産機械株式会社 成形機・産業機械・橋梁などの製造・販売・サービス 日本 億円 406 441 448
株式会社宇部スチール 圧延用鋼塊ビレット、鋳鋼品・鋳鉄品の製造・販売 日本 億円 174 212 236
UBE Machinery Inc. 成形機の製造・販売・サービス アメリカ 百万USD 60.0 69.0 71.0
宇部興産機械（上海）有限公司 成形機の製造、成形機および産業機械の販売・サービス 中国 百万RMB 120.3 124.9 177.2
UBEコールトレーディング
株式会社

オーストラリア・インドネシア・ロシア産などの
輸入一般炭の販売 日本 億円 235 288 318

主要連結子会社

会社名 事業内容 国名
テクノUMG株式会社 ABS系樹脂、ABS系ポリマーアロイ製品にかかる事業 日本
宇部丸善ポリエチレン株式会社 低密度ポリエチレン、HAO-LLDPEの開発・製造・販売 日本
千葉ブタジエン工業株式会社 ブタジエンの製造・販売 日本
LOTTE UBE Synthetic Rubber SDN. BHD. ポリブタジエンゴムの製造・販売 マレーシア
SUMaterials Co., Ltd. ディスプレイ基板材料用途のポリイミドの製造・販売 韓国
宇部三菱セメント株式会社 セメント、セメント系固化材、スラグ粉などの販売 日本

主要持分法適用会社

宇部ケミカル
工場

〒755-8633 山口県宇部市大字小串1978-10 
TEL： 0836-31-2112（総務）

千葉石油化学
工場

〒290-8550 千葉県市原市五井南海岸8-1
TEL： 0436-23-5111（総務）

堺工場 〒592-8543 大阪府堺市西区築港新町3-1
TEL： 072-243-5100（総務）

宇部藤曲工場〒755-0057 山口県宇部市大字藤曲2575
TEL： 0836-31-5858

宇部セメント
工場

〒755-8633 山口県宇部市大字小串1978-2
TEL： 0836-31-0111（総務）

伊佐セメント
工場

〒759-2222 山口県美祢市伊佐町伊佐4768
TEL： 0837-52-1212（総務）

苅田セメント
工場

〒800-0311 福岡県京都郡苅田町長浜町7
TEL： 093-434-2111（総務）

国内工場・研究所 沖の山コール
センター

〒755-8633 山口県宇部市大字小串字沖の山1980-29
TEL： 0836-31-5971

基盤技術
研究所

〒755-8633 山口県宇部市大字小串1978-5
TEL： 0836-31-0974（総務）

先端技術
研究所

〒290-0045 千葉県市原市五井南海岸8-1
TEL： 0436-23-5151（総務）

大阪研究開発
センター

〒592-8543 大阪府堺市西区築港新町3-1
TEL： 072-243-5100（堺工場総務）

医薬研究所 〒755-8633 山口県宇部市大字小串1978-5 
TEL： 0836-31-0974（総務）

技術開発
研究所

〒755-8633 山口県宇部市大字小串字沖の山1-6
TEL： 0836-22-6150（総務）

ネットワーク
（2019年3月31日現在）

東京本社 〒105-8449 東京都港区芝浦1-2-1
シーバンスN館
TEL: 03-5419-6110（CSR･総務部）
FAX: 03-5419-6230

宇部本社 〒755-8633 山口県宇部市大字小串1978-96
TEL: 0836-31-2111（宇部渉外部）
FAX: 0836-21-2252

国内オフィス 名古屋支店 〒461-0005 愛知県名古屋市東区東桜1-1-10
アーバンネット名古屋ビル
TEL: 052-961-1371 
FAX: 052-961-1378

大阪支店 〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島1-6-20 堂島アバンザ
TEL: 06-6346-1361 
FAX: 06-6346-1373

海外オフィス
TEL　　　　

UBE Corporation Europe, S.A. Unipersonal スペイン グラオ・デ・カステジョン +34-964-738000
UBE Europe GmbH ドイツ デュッセルドルフ +49-211-17883-0
UBE America Inc. アメリカ ミシガン +1-248-869-0050
UBE Chemicals (Asia) Public Company Limited

タイ バンコク +66-2206-9300
THAI SYNTHETIC RUBBERS COMPANY LIMITED +66-2206-9300
UBE (Shanghai) Ltd. 中国 上海 +86-21-6273-2288
UBE TAIWAN CO.,LTD 台湾 台北 +886-2-8712-7600
UBE KOREA CO.,LTD. 韓国 ソウル +82-2-557-7590
UBE Singapore Pte.Ltd. シンガポール +65-6291-9363
UBE INDUSTRIES INDIA PRIVATE LIMITED インド ハリヤーナー +91-124-422-7801~03
UBE Latin America Servicos Ltda. ブラジル サンパウロ +55-11-3078-5424

64



創立 1897年
連結対象会社 96社（連結子会社71社、持分法適用会社25社）
会計年度 毎年4月1日より翌年3月31日まで
普通株式 発行済株式数：106,200,107株
資本金 584億円
株主数 54,748名
定時株主総会 6月
上場証券取引所 東京証券取引所市場第1部（コード：4208）

福岡証券取引所
株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社  〒100-8212  東京都千代田区丸ノ内1-4-5
独立監査人 EY新日本有限責任監査法人

株主名 持株数
議決権比率
（%）

1 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,872,300 7.77
2 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,710,474 6.63
3 BBH BOSTON CUSTODIAN FOR BLACKROCK GLOBAL ALLOCATION FUND, INC. 620313 2,150,450 2.12
4 住友生命保険相互会社 2,000,000 1.98
5 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 1,945,100 1.92
6 JP MORGAN CHASE BANK 385151 1,623,693 1.60
7 日本生命保険相互会社 1,600,009 1.58
8 株式会社山口銀行 1,548,264 1.53
9 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 1,528,200 1.51
10 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口7） 1,515,200 1.50

投資家情報
（2019年3月31日現在）

大株主の状況

UBEグループでは、さまざまなステークホルダーの皆様に向けた情報をウェブサイトに掲載しています。

本報告書に掲載できなかった活動やデータ、製品情報の詳細については、以下のウェブサイトをご覧ください。

投資家情報

経営方針や財務・業績情報、株式情
報、IR資料などを掲載しています。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/ir/

製品情報

UBEグループのさまざまな製品情
報を紹介しています。
https://www.ube.com/contents/jp/index.html

CSR・環境安全

CSRへの取り組み・環境安全・社
会貢献・コンプライアンス・コーポ
レート・ガバナンスなどの情報を掲載しています。
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/csr/

企業情報　https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp

株式の所有者別分布状況 個人・その他 22.33%外国法人など 32.52%

金融商品取引業者
3.77%

その他の法人
4.27%

金融機関 37.11%
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東京本社（財務・IR部）
〒105-8449　
東京都港区芝浦1-2-1 シーバンスN館
TEL：03-5419-6116  
FAX：03-5419-6234

宇部本社（宇部渉外部）
〒755-8633　
山口県宇部市大字小串1978-96
TEL：0836-31-2111  
FAX：0836-21-2252

URL: https://www.ube-ind.co.jp

2019年8月発行




